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■研究論文
生涯学習概念の見取り図（11）
─ 教育者と学習者との関係についての理論的考察 ─
A Sketch Map of the Concepts of Lifelong Learning (11)：
A Theoretical Consideration of the Relationships between Educators and Learners
佐々木 英 和＊
SASAKI, Hidekazu
要旨：本稿は、生涯学習概念を解明するためには、「教育と学習」という行為論的対比よりも「教育者と学
習者」といった主体論的対比を基本として議論する方が有効だという立場に立って、理論的考察を進めるも
のである。第一段階として、「社会教育－生涯教育－生涯学習」の三者による三つ巴の関係を解きほぐすこ
とにより、「教育と学習」という課題設定の必要性を浮き彫りにする。第二段階として、「教育者と学習者」
という主題設定をした上で、学習者を基点にして考えれば、「教育を受けること」が「学習」の一つの方法
にすぎないことを強調する。第三段階として、社会的に「権利としての学習」を保障し実質化するためにも、
「権利としての教育」という観点が重要だということを詳しく確認する。
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まとめにかえて
第13章 「教育者」と「学習者」に
ついての再定義
生涯学習とは何か。筆者は、この問いに真正面から答
えようと格闘し続けている。だが、この問いは、「教育
とは何か？」という問いも同時に問わなければ、満足し
た解答が得られないと気づいた筆者は、「教育と学習」
および「生涯教育と生涯学習」といった主題の重要性を
再認識するに至った。そこで、有益な着眼点として、「教
育者と学習者」という主題設定に辿り着いたというわけ
である。
なお、本稿は、拙稿「生涯学習概念の見取り図（10）
－成人の『教育を受ける権利』をめぐる基盤的考察－」
（宇都宮大学生涯学習教育研究センター編『宇都宮大学
生涯学習教育研究センター研究報告』第21号、2013年、
１～12頁）の続編である。ただし、この論考を発表して
からしばらくを経て、論理がより構造化され洗練されて
簡略化できた面があり、その部分を付加する必要も出て
きた。そのため、この拙稿と本稿とを内容的に意識的に
重複させた面が一部あることを事前に告げておきたい。
＊ 宇都宮大学地域連携教育研究センター准教授
iv 1
iv
宇都宮大学地域連携教育研究センター研究報告 24・25：1-14（2017）
2017.3.24　地域連携教育研究センター研究報告 24・25 号　32017.3.24　地域連携教育研究センター研究報告 24・25 号　2
- 3 -
と「学習」とを使い分けながら、以下のように続ける。
したがって、教育の問題を考えるためには、人間
の一生を通じて、さまざまな場面で、意識的または
無意識のうちに人間形成に影響を与えているものを
考慮に入れなければならない。現にわれわれは、学
校のような教育機関以外に、家庭・職場・地域社会
における生活体験を通じて、また、マスコミや政治
的・宗教的・文化的な諸活動の影響のもとに、いろ
いろなことを学習しつつある。
この答申によれば、教育について考えるのであれば、
学校だけに視線を向けているだけでは不十分であり、多
方面に視野を広げなければならない。人間の一生を見す
えて、意識的なものはもちろん無意識的な影響までも考
慮し、学校以外の多様なセクターに目配りしなければな
らないというわけである。そして、目配りを効かせて教
育体系を総合的に再検討する視点として、「生涯教育」
という発想がクローズアップされてくる。
近年、いわゆる生涯教育の立場から、教育体系を
がい
総合的に再検討する動きがあるのは、今日および今
後の社会において人間が直面する人間形成上の重要
な問題に対応して、いつ、どこに、どんな教育の機
会を用意すべきかを考えようとするものである。
こうして、教育概念を構想する際、人生の初期に施さ
れるものだけでなく、「生涯」にまで広げるという考え
方が明示された。そして、この発想は、単に教育期間の
延長という次元の展開だけでなく、教育の個々の中身ま
で立ち入った検討を求めるものでもある。
これまで教育は、家庭教育・学校教育・社会教育
に区分されてきたが、ともすればそれが年齢層によ
る教育対象の区分であると誤解され、人間形成に対
して相互補完的な役割をもつことが明らかにされて
いるとはいえない。そのような役割分担を本格的に
究明し、教育体系の総合的な再編成を進めるには、
今後次のような点に学問的な調査・研究が必要であ
る。
上記のような問題意識で、日本でも生涯教育政策を本
格的に導入する試みがなされた。そして、その生涯教育
の実質的な実験機会としては「社会教育」がすでに選択
されていたのである。1971(昭和46)年４月に出された社
会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に対処する社
会教育のあり方について」では、“生涯教育という考え
方”が“生涯にわたる学習の継続を要求するだけでなく、
家庭教育、学校教育、社会教育の三者を有機的に統合す
ることを要求している”という認識を示す一方で、以下
のように社会教育に対して大きな期待を寄せる。
生涯教育では、生涯にわたる多様な教育的課題に
対処する必要があるので、一定期間に限定された学
校教育だけではふじゅうぶんとなり、変化する要求
や個人や地域の多様な要求に応ずることができる柔
軟性に富んだ教育が重要となる。したがって、生涯
教育においてとくに社会教育が果たすべき役割はき
わめて大きいといわなければならない。
このような期待は、理論的には至極まっとうである。
だが、生涯教育の本来的な在り方からすれば、生涯教育
の名の下に学校教育に対しても大胆にメスを入れなけれ
ばならないはずなのに、さしあたり手がつけやすい不定
形的な社会教育ばかりに改革が迫られていくことになっ
たことは否めない。そのことは、概念上の混乱を招く背
景を生み出している。たとえば同答申は、以下のように
述べる。
今後の社会教育は、国民の生活のあらゆる機会と
場所において行われる各種の学習を教育的に高める
活動を総称するものとして、広くとらえるべきであ
る。
こうした言い方は、社会教育の理論的可能性を考察す
れば、妥当な考え方である。だが、社会教育が実際に進
められている現場がろくに省みられないまま、一方的に
社会教育概念の拡張を図ることが迫られた場合、人によ
っては「社会教育から生涯教育への移行」が始まったと
誤解するのもやむをえないのではなかろうか。だから、
社会教育と生涯教育とを同一視する人が出てきたり、時
代が下るにつれて行政レベルでも社会教育と生涯学習と
が混同されたりしてしまうといった混乱が生まれたのに
も一定の必然性があると言えよう。
(3)「生涯教育」と「生涯学習」との比較
1981(昭和56)年に出された中央教育審議会答申「生涯
教育について」は、「生涯教育」と「生涯学習」との違
いを明確に意識しながらも、両者の相互関連を踏まえた
定義を示している。つまり、「生涯」の次に来る単語が
「教育」であるか「学習」であるかでは何らかの違いが
ありそうだということが、政策導入期には十分に意識さ
れていたのである。
まず、「生涯学習」については、学習者の視点に立っ
て幅広く目配りしながら、行政支援の基本的着眼点とな
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第１節 「社会教育」と「生涯教育」
と「生涯学習」
人によっては、「教育」といえば「（他人から）され
るもの」ではあっても「（自分で主体的に選んで）受け
るもの」だとは思えないかもしれない。実際、言葉とし
て「生涯教育」を使用すると、「一生涯にわたって教育
、、
されるのか、けしからん」と一方的に非難されたり、「一
、、、
生涯にわたって教育を受けさせられるなんて、まっぴら
、、、、、、、、、、
ごめん」というような拒否反応を示されたりすることが
ある。
だが、「生涯教育」に対するそのような俗流的理解は
ほんとうに妥当なのだろうか。まずは、国の文教政策を
振り返ってみたい。
(1)「生涯教育」と「生涯学習」とを区別する意義
特に大きな行事が開催されたというわけではないが、
2015(平成27)年は、生涯学習業界にとって、二重の意味
で大きな節目の年だった。まず、後に日本語で「生涯教
、
育」と訳されることになる“Éducation Permanente”と
、
題するワーキングペーパーを、ポール・ラングラン
（Paul Lengrand）が第三回ユネスコ成人教育推進国際
委員会（フランスのパリで開催）で提出したのは、1965
(昭和40)年の12月のことであり、ちょうど50年前に当た
る。また、「生涯学習の振興のための施策の推進体制等
、、
の整備に関する法律」は、1990(平成２)年の６月に成立
して翌７月から施行されたので、この法律が制定されて
から、同年で満25周年を迎えたことになる。
そこで、筆者としては、半世紀前と四半世紀前を振り
返ることを推奨しつつ、一見して「どうでもよいこと」
として見過ごされがちだった課題を設定してみたい。そ
れは、「生涯教育」と「生涯学習」とを分けて考えるこ
とが有意義かどうかということである。
一方では、「生涯教育」と「生涯学習」とを区別する
必要性を感じていない人も多い。そのことは、「生涯学
習・教育」や「生涯教育・学習」といった並列表記と、
「生涯学習（教育）」や「生涯教育（学習）」というよ
うな言い換え表記に対してほとんど疑問が呈されないこ
とに象徴的である。このままでは、「教育」と「学習」
という言葉を一緒くたに用いても問題ないように感じら
れる。
他方で、「生涯学習」という言葉が普及したのに比し
て、「生涯教育」という言葉は広がっていないばかりか、
どちらかといえば使用が好まれないものになっている。
これには、「教育」という言葉の響きから、堅苦しさを
感じてしまったり「上から下へ」というイメージを連想
したりして拒否反応を示す人がかなりいることも関係し
ている。特に、国が「生涯教育」という言葉を持ち出せ
ば、そこに「生涯管理」というニュアンスを嗅ぎ取る人
、、
がいる。そういう意識を持つ人は、「生涯学習」という
言葉を受け入れても、「生涯教育」は受け付けないよう
である。
しかしながら、こうした状況は、「生涯教育」という
言葉それ自体が抹殺されたことを意味するものではな
い。まして、研究者が「生涯教育」という言葉の解明を
放棄してよいという理由には一切ならない。
実際、「生涯教育」と「生涯学習」との関係が曖昧な
まま放置されているのみならず、両者と「社会教育」と
の関係がどうなっているかまでをも考慮すると、事態は
いっそう複雑になる。つまり、「社会教育」と「生涯教
育」と「生涯学習」とが三つ巴になって絡み合い、相互
の違いが曖昧化して混乱してしまうというわけである。
このことに頭を悩ませた関係者は多いだろうが、明快に
納得できる回答は得られていないのではないか。
そこで、筆者の基本的立場は、双方が言葉として完全
一致しているわけではない以上、「生涯教育」と「生涯
学習」とを改めて峻別することを推奨するものである。
それとともに、「生涯教育」の中にも含まれている「教
育」という言葉の意味を根底から問い直すことがいかに
重要かを強く訴えたい。
実際、こうした議論が制度論的次元で大きな意味を持
つことを後ほど確認する。それは、日本国のルールにつ
いての基盤を形成する日本国憲法を参照することから明
らかになる。すなわち、憲法第26条の「教育を受ける権
利」の位置づけや意味合いに新たな光を灯す可能性を探
っていけるということである。
(2)「生涯教育」と「社会教育」との混沌
文教政策として、「生涯教育」という日本語を広く知
りわたらせたのは、1971(昭和46)年６月に出された中央
教育審議会答申「今後における学校教育の総合的な拡充
整備のための基本的施策について」である。いわゆる「四
六答申」である。
この答申では、“教育体系の総合的な再検討と学校教
育の役割”を明らかにする上で、“人間形成”について
“人間が環境とのかかわり合いの中で自分自身を主体的
に形作っていく過程”と定義した上で、“教育”のこと
を“そのような過程において、さまざまな作用を媒介と
して望ましい学習が行われるようにする活動である”と
宣言する。この答申は、このように用語レベルで「教育」
2
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と「学習」とを使い分けながら、以下のように続ける。
したがって、教育の問題を考えるためには、人間
の一生を通じて、さまざまな場面で、意識的または
無意識のうちに人間形成に影響を与えているものを
考慮に入れなければならない。現にわれわれは、学
校のような教育機関以外に、家庭・職場・地域社会
における生活体験を通じて、また、マスコミや政治
的・宗教的・文化的な諸活動の影響のもとに、いろ
いろなことを学習しつつある。
この答申によれば、教育について考えるのであれば、
学校だけに視線を向けているだけでは不十分であり、多
方面に視野を広げなければならない。人間の一生を見す
えて、意識的なものはもちろん無意識的な影響までも考
慮し、学校以外の多様なセクターに目配りしなければな
らないというわけである。そして、目配りを効かせて教
育体系を総合的に再検討する視点として、「生涯教育」
という発想がクローズアップされてくる。
近年、いわゆる生涯教育の立場から、教育体系を
がい
総合的に再検討する動きがあるのは、今日および今
後の社会において人間が直面する人間形成上の重要
な問題に対応して、いつ、どこに、どんな教育の機
会を用意すべきかを考えようとするものである。
こうして、教育概念を構想する際、人生の初期に施さ
れるものだけでなく、「生涯」にまで広げるという考え
方が明示された。そして、この発想は、単に教育期間の
延長という次元の展開だけでなく、教育の個々の中身ま
で立ち入った検討を求めるものでもある。
これまで教育は、家庭教育・学校教育・社会教育
に区分されてきたが、ともすればそれが年齢層によ
る教育対象の区分であると誤解され、人間形成に対
して相互補完的な役割をもつことが明らかにされて
いるとはいえない。そのような役割分担を本格的に
究明し、教育体系の総合的な再編成を進めるには、
今後次のような点に学問的な調査・研究が必要であ
る。
上記のような問題意識で、日本でも生涯教育政策を本
格的に導入する試みがなされた。そして、その生涯教育
の実質的な実験機会としては「社会教育」がすでに選択
されていたのである。1971(昭和46)年４月に出された社
会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に対処する社
会教育のあり方について」では、“生涯教育という考え
方”が“生涯にわたる学習の継続を要求するだけでなく、
家庭教育、学校教育、社会教育の三者を有機的に統合す
ることを要求している”という認識を示す一方で、以下
のように社会教育に対して大きな期待を寄せる。
生涯教育では、生涯にわたる多様な教育的課題に
対処する必要があるので、一定期間に限定された学
校教育だけではふじゅうぶんとなり、変化する要求
や個人や地域の多様な要求に応ずることができる柔
軟性に富んだ教育が重要となる。したがって、生涯
教育においてとくに社会教育が果たすべき役割はき
わめて大きいといわなければならない。
このような期待は、理論的には至極まっとうである。
だが、生涯教育の本来的な在り方からすれば、生涯教育
の名の下に学校教育に対しても大胆にメスを入れなけれ
ばならないはずなのに、さしあたり手がつけやすい不定
形的な社会教育ばかりに改革が迫られていくことになっ
たことは否めない。そのことは、概念上の混乱を招く背
景を生み出している。たとえば同答申は、以下のように
述べる。
今後の社会教育は、国民の生活のあらゆる機会と
場所において行われる各種の学習を教育的に高める
活動を総称するものとして、広くとらえるべきであ
る。
こうした言い方は、社会教育の理論的可能性を考察す
れば、妥当な考え方である。だが、社会教育が実際に進
められている現場がろくに省みられないまま、一方的に
社会教育概念の拡張を図ることが迫られた場合、人によ
っては「社会教育から生涯教育への移行」が始まったと
誤解するのもやむをえないのではなかろうか。だから、
社会教育と生涯教育とを同一視する人が出てきたり、時
代が下るにつれて行政レベルでも社会教育と生涯学習と
が混同されたりしてしまうといった混乱が生まれたのに
も一定の必然性があると言えよう。
(3)「生涯教育」と「生涯学習」との比較
1981(昭和56)年に出された中央教育審議会答申「生涯
教育について」は、「生涯教育」と「生涯学習」との違
いを明確に意識しながらも、両者の相互関連を踏まえた
定義を示している。つまり、「生涯」の次に来る単語が
「教育」であるか「学習」であるかでは何らかの違いが
ありそうだということが、政策導入期には十分に意識さ
れていたのである。
まず、「生涯学習」については、学習者の視点に立っ
て幅広く目配りしながら、行政支援の基本的着眼点とな
- 2 -
第１節 「社会教育」と「生涯教育」
と「生涯学習」
人によっては、「教育」といえば「（他人から）され
るもの」ではあっても「（自分で主体的に選んで）受け
るもの」だとは思えないかもしれない。実際、言葉とし
て「生涯教育」を使用すると、「一生涯にわたって教育
、、
されるのか、けしからん」と一方的に非難されたり、「一
、、、
生涯にわたって教育を受けさせられるなんて、まっぴら
、、、、、、、、、、
ごめん」というような拒否反応を示されたりすることが
ある。
だが、「生涯教育」に対するそのような俗流的理解は
ほんとうに妥当なのだろうか。まずは、国の文教政策を
振り返ってみたい。
(1)「生涯教育」と「生涯学習」とを区別する意義
特に大きな行事が開催されたというわけではないが、
2015(平成27)年は、生涯学習業界にとって、二重の意味
で大きな節目の年だった。まず、後に日本語で「生涯教
、
育」と訳されることになる“Éducation Permanente”と
、
題するワーキングペーパーを、ポール・ラングラン
（Paul Lengrand）が第三回ユネスコ成人教育推進国際
委員会（フランスのパリで開催）で提出したのは、1965
(昭和40)年の12月のことであり、ちょうど50年前に当た
る。また、「生涯学習の振興のための施策の推進体制等
、、
の整備に関する法律」は、1990(平成２)年の６月に成立
して翌７月から施行されたので、この法律が制定されて
から、同年で満25周年を迎えたことになる。
そこで、筆者としては、半世紀前と四半世紀前を振り
返ることを推奨しつつ、一見して「どうでもよいこと」
として見過ごされがちだった課題を設定してみたい。そ
れは、「生涯教育」と「生涯学習」とを分けて考えるこ
とが有意義かどうかということである。
一方では、「生涯教育」と「生涯学習」とを区別する
必要性を感じていない人も多い。そのことは、「生涯学
習・教育」や「生涯教育・学習」といった並列表記と、
「生涯学習（教育）」や「生涯教育（学習）」というよ
うな言い換え表記に対してほとんど疑問が呈されないこ
とに象徴的である。このままでは、「教育」と「学習」
という言葉を一緒くたに用いても問題ないように感じら
れる。
他方で、「生涯学習」という言葉が普及したのに比し
て、「生涯教育」という言葉は広がっていないばかりか、
どちらかといえば使用が好まれないものになっている。
これには、「教育」という言葉の響きから、堅苦しさを
感じてしまったり「上から下へ」というイメージを連想
したりして拒否反応を示す人がかなりいることも関係し
ている。特に、国が「生涯教育」という言葉を持ち出せ
ば、そこに「生涯管理」というニュアンスを嗅ぎ取る人
、、
がいる。そういう意識を持つ人は、「生涯学習」という
言葉を受け入れても、「生涯教育」は受け付けないよう
である。
しかしながら、こうした状況は、「生涯教育」という
言葉それ自体が抹殺されたことを意味するものではな
い。まして、研究者が「生涯教育」という言葉の解明を
放棄してよいという理由には一切ならない。
実際、「生涯教育」と「生涯学習」との関係が曖昧な
まま放置されているのみならず、両者と「社会教育」と
の関係がどうなっているかまでをも考慮すると、事態は
いっそう複雑になる。つまり、「社会教育」と「生涯教
育」と「生涯学習」とが三つ巴になって絡み合い、相互
の違いが曖昧化して混乱してしまうというわけである。
このことに頭を悩ませた関係者は多いだろうが、明快に
納得できる回答は得られていないのではないか。
そこで、筆者の基本的立場は、双方が言葉として完全
一致しているわけではない以上、「生涯教育」と「生涯
学習」とを改めて峻別することを推奨するものである。
それとともに、「生涯教育」の中にも含まれている「教
育」という言葉の意味を根底から問い直すことがいかに
重要かを強く訴えたい。
実際、こうした議論が制度論的次元で大きな意味を持
つことを後ほど確認する。それは、日本国のルールにつ
いての基盤を形成する日本国憲法を参照することから明
らかになる。すなわち、憲法第26条の「教育を受ける権
利」の位置づけや意味合いに新たな光を灯す可能性を探
っていけるということである。
(2)「生涯教育」と「社会教育」との混沌
文教政策として、「生涯教育」という日本語を広く知
りわたらせたのは、1971(昭和46)年６月に出された中央
教育審議会答申「今後における学校教育の総合的な拡充
整備のための基本的施策について」である。いわゆる「四
六答申」である。
この答申では、“教育体系の総合的な再検討と学校教
育の役割”を明らかにする上で、“人間形成”について
“人間が環境とのかかわり合いの中で自分自身を主体的
に形作っていく過程”と定義した上で、“教育”のこと
を“そのような過程において、さまざまな作用を媒介と
して望ましい学習が行われるようにする活動である”と
宣言する。この答申は、このように用語レベルで「教育」
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ことは、「社会教育から生涯学習への移行」という誤解
を招くには十分であった。実際、多くの都道府県や市町
村が、当時の文部省の組織改編に倣って、「社会教育課」
から「生涯学習課」へと看板を付け替えたのである。
(5)「教育」と「学習」に対する決めつけ
臨時教育審議会以降の文教政策の流れの中で、「生涯
教育」という言葉が実質的に否定されて、代わりに「生
涯学習」という言葉のほうが称揚された。行政関係者の
中には、「生涯教育」という言葉はタブーであり、もっ
ぱら「生涯学習」を用いるべきだと考えた人すらいた。
そして、このような事態は、根本的な理論的間違いを生
み出し、さらには誤解が公式見解を凌駕するという弊害
を招いたのである。
その代表格が、「＜教育＞が上から強制的に行われる
ものであり、＜学習＞が自発的・主体的に行われるもの
である」という決めつけである。これは、「学習は自発
的なものであってほしい」という願いと、「教育は＜や
らされている＞ものばかりだった」という個々人の過去
の経験とが混ざった誤謬である。
この「学習＝自発的」かつ「教育＝強制的」という図
式は、理論的にはあまりに乱暴で杜撰である。だが、こ
のように思い込む人が増えていく中、少なくとも成人に
対しては、「教育」は使いにくい言葉となった。また、
子どもが「教育を受けさせられる客体」であり、大人こ
そが「自発的な生涯学習を行う主体」だという思い込み
が生み出され広がった。こうして、「生涯にわたるはず
、、
の生涯学習」は、「成人期に行う生涯学習」というイメ
、
ージに集約される形で理解されたのである。
第２節 「教育者」と「学習者」との
理論的関係
共通の冠として「生涯」を戴く「生涯教育」と「生涯
学習」とを比較するとすれば、その土台として「教育」
と「学習」といった日常用語をどのように比較するかと
いう根本的な問いまで遡らざるをえなくなる。また、「教
育」と「学習」とをめぐって深刻な誤解を修正する作業
に追われかねないという事態も発生している。しかし、
この困難な状況に対して、「教育」と「学習」との違い
を意識しながら、問い方にちょっとした捻りを入れてみ
ると、この課題は明晰化に向かっていく。
ここまで確認できたことで、「生涯学習」とは、「学
習者」を基準とした教育関連用語であることに鍵がある。
この考え方を適用して、「生涯教育」は、「教育者」を
基準にした教育関連用語だとみなせる。よって、「生涯
教育」と「生涯学習」との関係を的確に問うためには、
「教育者」と「学習者」との関係を問うことが有効だと
、 、
わかる。抽象性の高い「教育－学習」関係に着眼するの
ではなく、具体性を伴った「教育者－学習者」関係を問
うのである。
なお、この「教育者」と「学習者」という言い方は、
生涯教育や社会教育だけでなく、学校教育にも適用でき
る見方である。これまでの教育理論では、教師と児童・
生徒・学生との関係は、「教育する主体」と「教育され
、、
る客体」とで成り立つ図式が暗黙の前提となって考えら
、、
れていた。だが、「教師－子ども」といった教育関係を
最初から「教育する－教育される」というような「主客
関係」だと決めつけるべきではない。見方を転換して、
「主体」どうしの相互関係、つまり「教育主体」と「学
、
習主体」との関係として把握し直すことが必要とされる
、、、
のである。
(1)「教育者」の基本的範疇
先に見たように、「教育」という言葉に「生涯」とい
う形容がなされることは、単なる付加にとどまらず、「教
育」という言葉それ自体に意味の変容をもたらす。
そもそも第一に、「教育すること」は、原理的に「教
えること」にのみ還元される営みではない。よって、「教
育者」といった場合、「教えること」の専門家たる「教
師」しか思い浮かばないようでは心許ない。また、「教
育すること」と「教えること」とを混同したままで「生
涯教育」および「社会教育」を理解すれば大きな錯誤が
、、 、、
生じてしまう。
たしかに、有名な辞書でも、“教育”という日本語に
ついて、文字通り“教え育てること”という定義が与え
られている１）。「教育すること」が「教えることにより
、、、
育てること」を意味するのだとすれば、「教育」におい
て「育てる」という目的を実行・実現するための唯一無
二の手段として「教えること」が存在しているようにし
か思えなくなる。だが、教育の手段として、「教える」
という以外の手段が多数存在し、教育現場でも実践され
ている現実にも目を向けなければならない。
たとえば、「参加体験型学習」とか「アクティブ・ラ
ーニング」というようなやり方を用いて授業を行う際に
は、なるべく学習者が自ら考え行動するように促すが、
その際には「教えない」という逆説的な教授手法を採用
、、、、
する。また、直に子どもを諭すことがなくとも、見てい
ないようでいて、しっかり子どもを見守っている地域住
民を、「教育者」の範疇にまで広げて考えるならば、「教
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る「望ましい生涯学習のあり方」が提案されている。
今日、変化の激しい社会にあって、人々は、自己
の充実・啓発や生活の向上のため、適切かつ豊かな
学習の機会を求めている。これらの学習は、各人が
自発的意思に基づいて行うことを基本とするもので
あり、必要に応じ、自己に適した手段・方法は、こ
れを自ら選んで、生涯を通じて行うものである。そ
の意味では、これを生涯学習と呼ぶのがふさわしい。
つまり、「生涯を通じて行う学習」に対して行政が何
らかの形で関わる際の大前提としては、各々の個人が、
自らの自発性に基づいて自己選択するものであることが
強調されている。そして、こうした「学習」についての
「条件整備」に対して「教育」という言い方が採用され
ているのである。
この生涯学習のために、自ら学習する意欲と能力
を養い、社会の様々な教育機能を相互の関連性を考
慮しつつ総合的に整備・充実しようとするのが生涯
教育の考え方である。
この言い方にしたがえば、「生涯教育」とは、「社会
の様々な教育機能の相互の関連性」を考慮したような総
合性を重視した「条件整備」のことである。単なる「教
育」ではなく「生涯教育」といった場合の「教育」とは、
「教えること」に還元される方向へは向かわず、学習者
の活動基盤を支えるという裏方のような役割を果たす営
みである。
言い換えれば、生涯教育とは、国民の一人一人が
充実した人生を送ることを目指して生涯にわたって
行う学習を助けるために、教育制度全体がその上に
打ち立てられるべき基本的な理念である。
このように、「生涯教育」とは、「生涯学習」を支え
るための手段であるが、制度的次元では、教育制度の基
盤に敷衍された理念的位置づけを占める。ここでの「生
涯教育」とは、「生涯をつうじて教育すること」や「生
、、、、
涯にわたり教育を受けさせること」とか「生涯をかけて
、、、、、、、、
教えこむこと」といった、教育者側による具体的で能動
、、、、
的かつ積極的な働きかけとはほど遠い概念である。少な
くとも表向きの政策的意図としては、「生涯教育」は「余
計なお世話」にはなりえても、「無理矢理の強制」には
ならないはずであった。
(4)「生涯学習体系への移行」の意味合い
中曽根康弘総理大臣の直属で当時の総理府に設置され
た臨時教育審議会は、1984(昭和59)年から1987（昭和62）
年までの４次にわたって答申を出したが、その特徴は、
もっぱら「生涯学習」という言葉が用いられ、「生涯教
育」という表記が消えた点にある。これには、学習者の
視点に立った立場を明確にするため、「生涯教育」では
なく、「生涯学習」という用語に統一したという事情が
ある。そこには、国が「生涯にわたる教育」という言葉
を掲げることに対する国民の根強い抵抗をかわす意味合
いもあった。
そこで、実質的に「生涯教育」に相当する意味合いを
含んだ表記が、「生涯学習体系への移行」である。この
表記を「生涯教育から生涯学習への移行」と早とちりす
、、 、、
る人もいたかもしれない。1987(昭和62)年８月に出され
た臨時教育審議会「教育改革に対する第四次答申」（最
終答申）では、広い意味での教育体系を生涯学習体系に
移行すべき必要性について、以下のようにまとめている。
我が国が今後、社会の変化に主体的に対応し、活
力ある社会を築いていくためには、学歴社会の弊害
を是正するとともに、学習意欲の新たな高まりと多
様な教育サービス供給体系の登場、科学技術の進展
などに伴う新たな学習需要の高まりにこたえ、学校
中心の考え方を改め、生涯学習体系への移行を主軸
とする教育体系の総合的再編成を図っていかなけれ
ばならない。
要は、一人ひとりの生活者が社会の変化に主体的に対
応するための学習を進めていこうとするなら、そうした
学習者を支える社会システムを総合的に再編成しなけれ
ばならないというわけである。また、そうした総合性と
もあいまって、学校や社会の中で意図的・組織的に行わ
れる学習活動のほか、スポーツ活動、文化活動、趣味・
娯楽、ボランティア活動、レクリエーション活動などを
含め、「学習」を広くとらえた考え方が一般化した。
ところで、この最終答申には、“生涯学習体系への移
行への積極的対応”として、それこそ社会教育関係者が
「生涯学習」と「社会教育」とを混同してしまってもや
むをえないような提言が出されている。
生涯学習への移行に積極的に対応するという観点
から、社会教育局を生涯学習を専ら担当する局に改
組、再編するなど文部省の組織体制の整備を図るこ
とが不可欠である。
そして、最終答申が出た翌年の1988(昭和63)年7月に
既存の「社会教育局」を改組して、生涯学習に関する企
画調整を行う新しい局として「生涯学習局」を設置した
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ことは、「社会教育から生涯学習への移行」という誤解
を招くには十分であった。実際、多くの都道府県や市町
村が、当時の文部省の組織改編に倣って、「社会教育課」
から「生涯学習課」へと看板を付け替えたのである。
(5)「教育」と「学習」に対する決めつけ
臨時教育審議会以降の文教政策の流れの中で、「生涯
教育」という言葉が実質的に否定されて、代わりに「生
涯学習」という言葉のほうが称揚された。行政関係者の
中には、「生涯教育」という言葉はタブーであり、もっ
ぱら「生涯学習」を用いるべきだと考えた人すらいた。
そして、このような事態は、根本的な理論的間違いを生
み出し、さらには誤解が公式見解を凌駕するという弊害
を招いたのである。
その代表格が、「＜教育＞が上から強制的に行われる
ものであり、＜学習＞が自発的・主体的に行われるもの
である」という決めつけである。これは、「学習は自発
的なものであってほしい」という願いと、「教育は＜や
らされている＞ものばかりだった」という個々人の過去
の経験とが混ざった誤謬である。
この「学習＝自発的」かつ「教育＝強制的」という図
式は、理論的にはあまりに乱暴で杜撰である。だが、こ
のように思い込む人が増えていく中、少なくとも成人に
対しては、「教育」は使いにくい言葉となった。また、
子どもが「教育を受けさせられる客体」であり、大人こ
そが「自発的な生涯学習を行う主体」だという思い込み
が生み出され広がった。こうして、「生涯にわたるはず
、、
の生涯学習」は、「成人期に行う生涯学習」というイメ
、
ージに集約される形で理解されたのである。
第２節 「教育者」と「学習者」との
理論的関係
共通の冠として「生涯」を戴く「生涯教育」と「生涯
学習」とを比較するとすれば、その土台として「教育」
と「学習」といった日常用語をどのように比較するかと
いう根本的な問いまで遡らざるをえなくなる。また、「教
育」と「学習」とをめぐって深刻な誤解を修正する作業
に追われかねないという事態も発生している。しかし、
この困難な状況に対して、「教育」と「学習」との違い
を意識しながら、問い方にちょっとした捻りを入れてみ
ると、この課題は明晰化に向かっていく。
ここまで確認できたことで、「生涯学習」とは、「学
習者」を基準とした教育関連用語であることに鍵がある。
この考え方を適用して、「生涯教育」は、「教育者」を
基準にした教育関連用語だとみなせる。よって、「生涯
教育」と「生涯学習」との関係を的確に問うためには、
「教育者」と「学習者」との関係を問うことが有効だと
、 、
わかる。抽象性の高い「教育－学習」関係に着眼するの
ではなく、具体性を伴った「教育者－学習者」関係を問
うのである。
なお、この「教育者」と「学習者」という言い方は、
生涯教育や社会教育だけでなく、学校教育にも適用でき
る見方である。これまでの教育理論では、教師と児童・
生徒・学生との関係は、「教育する主体」と「教育され
、、
る客体」とで成り立つ図式が暗黙の前提となって考えら
、、
れていた。だが、「教師－子ども」といった教育関係を
最初から「教育する－教育される」というような「主客
関係」だと決めつけるべきではない。見方を転換して、
「主体」どうしの相互関係、つまり「教育主体」と「学
、
習主体」との関係として把握し直すことが必要とされる
、、、
のである。
(1)「教育者」の基本的範疇
先に見たように、「教育」という言葉に「生涯」とい
う形容がなされることは、単なる付加にとどまらず、「教
育」という言葉それ自体に意味の変容をもたらす。
そもそも第一に、「教育すること」は、原理的に「教
えること」にのみ還元される営みではない。よって、「教
育者」といった場合、「教えること」の専門家たる「教
師」しか思い浮かばないようでは心許ない。また、「教
育すること」と「教えること」とを混同したままで「生
涯教育」および「社会教育」を理解すれば大きな錯誤が
、、 、、
生じてしまう。
たしかに、有名な辞書でも、“教育”という日本語に
ついて、文字通り“教え育てること”という定義が与え
られている１）。「教育すること」が「教えることにより
、、、
育てること」を意味するのだとすれば、「教育」におい
て「育てる」という目的を実行・実現するための唯一無
二の手段として「教えること」が存在しているようにし
か思えなくなる。だが、教育の手段として、「教える」
という以外の手段が多数存在し、教育現場でも実践され
ている現実にも目を向けなければならない。
たとえば、「参加体験型学習」とか「アクティブ・ラ
ーニング」というようなやり方を用いて授業を行う際に
は、なるべく学習者が自ら考え行動するように促すが、
その際には「教えない」という逆説的な教授手法を採用
、、、、
する。また、直に子どもを諭すことがなくとも、見てい
ないようでいて、しっかり子どもを見守っている地域住
民を、「教育者」の範疇にまで広げて考えるならば、「教
- 4 -
る「望ましい生涯学習のあり方」が提案されている。
今日、変化の激しい社会にあって、人々は、自己
の充実・啓発や生活の向上のため、適切かつ豊かな
学習の機会を求めている。これらの学習は、各人が
自発的意思に基づいて行うことを基本とするもので
あり、必要に応じ、自己に適した手段・方法は、こ
れを自ら選んで、生涯を通じて行うものである。そ
の意味では、これを生涯学習と呼ぶのがふさわしい。
つまり、「生涯を通じて行う学習」に対して行政が何
らかの形で関わる際の大前提としては、各々の個人が、
自らの自発性に基づいて自己選択するものであることが
強調されている。そして、こうした「学習」についての
「条件整備」に対して「教育」という言い方が採用され
ているのである。
この生涯学習のために、自ら学習する意欲と能力
を養い、社会の様々な教育機能を相互の関連性を考
慮しつつ総合的に整備・充実しようとするのが生涯
教育の考え方である。
この言い方にしたがえば、「生涯教育」とは、「社会
の様々な教育機能の相互の関連性」を考慮したような総
合性を重視した「条件整備」のことである。単なる「教
育」ではなく「生涯教育」といった場合の「教育」とは、
「教えること」に還元される方向へは向かわず、学習者
の活動基盤を支えるという裏方のような役割を果たす営
みである。
言い換えれば、生涯教育とは、国民の一人一人が
充実した人生を送ることを目指して生涯にわたって
行う学習を助けるために、教育制度全体がその上に
打ち立てられるべき基本的な理念である。
このように、「生涯教育」とは、「生涯学習」を支え
るための手段であるが、制度的次元では、教育制度の基
盤に敷衍された理念的位置づけを占める。ここでの「生
涯教育」とは、「生涯をつうじて教育すること」や「生
、、、、
涯にわたり教育を受けさせること」とか「生涯をかけて
、、、、、、、、
教えこむこと」といった、教育者側による具体的で能動
、、、、
的かつ積極的な働きかけとはほど遠い概念である。少な
くとも表向きの政策的意図としては、「生涯教育」は「余
計なお世話」にはなりえても、「無理矢理の強制」には
ならないはずであった。
(4)「生涯学習体系への移行」の意味合い
中曽根康弘総理大臣の直属で当時の総理府に設置され
た臨時教育審議会は、1984(昭和59)年から1987（昭和62）
年までの４次にわたって答申を出したが、その特徴は、
もっぱら「生涯学習」という言葉が用いられ、「生涯教
育」という表記が消えた点にある。これには、学習者の
視点に立った立場を明確にするため、「生涯教育」では
なく、「生涯学習」という用語に統一したという事情が
ある。そこには、国が「生涯にわたる教育」という言葉
を掲げることに対する国民の根強い抵抗をかわす意味合
いもあった。
そこで、実質的に「生涯教育」に相当する意味合いを
含んだ表記が、「生涯学習体系への移行」である。この
表記を「生涯教育から生涯学習への移行」と早とちりす
、、 、、
る人もいたかもしれない。1987(昭和62)年８月に出され
た臨時教育審議会「教育改革に対する第四次答申」（最
終答申）では、広い意味での教育体系を生涯学習体系に
移行すべき必要性について、以下のようにまとめている。
我が国が今後、社会の変化に主体的に対応し、活
力ある社会を築いていくためには、学歴社会の弊害
を是正するとともに、学習意欲の新たな高まりと多
様な教育サービス供給体系の登場、科学技術の進展
などに伴う新たな学習需要の高まりにこたえ、学校
中心の考え方を改め、生涯学習体系への移行を主軸
とする教育体系の総合的再編成を図っていかなけれ
ばならない。
要は、一人ひとりの生活者が社会の変化に主体的に対
応するための学習を進めていこうとするなら、そうした
学習者を支える社会システムを総合的に再編成しなけれ
ばならないというわけである。また、そうした総合性と
もあいまって、学校や社会の中で意図的・組織的に行わ
れる学習活動のほか、スポーツ活動、文化活動、趣味・
娯楽、ボランティア活動、レクリエーション活動などを
含め、「学習」を広くとらえた考え方が一般化した。
ところで、この最終答申には、“生涯学習体系への移
行への積極的対応”として、それこそ社会教育関係者が
「生涯学習」と「社会教育」とを混同してしまってもや
むをえないような提言が出されている。
生涯学習への移行に積極的に対応するという観点
から、社会教育局を生涯学習を専ら担当する局に改
組、再編するなど文部省の組織体制の整備を図るこ
とが不可欠である。
そして、最終答申が出た翌年の1988(昭和63)年7月に
既存の「社会教育局」を改組して、生涯学習に関する企
画調整を行う新しい局として「生涯学習局」を設置した
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そんな彼女だが、ある夏の日に電車に乗って立ってい
て、父親に抱かれた黒人の赤ん坊が目の前の座席にいる
ことに気づいた瞬間、そのあまりの可愛さに、思わず「プ
リティ・ベイビー」とつぶやいてしまった。どうやら、
両親には意味が通じたらしく、大変に嬉しそうな顔をさ
れ、話しかけられた。彼女は、そのときの雰囲気で「イ
エス」を繰り返すだけだったが、何とか彼らが降りるべ
き駅を正しく教えられたようである。これは、本人が自
覚的に英会話を身につけようと努めていたわけではない
けれども、無意識的に「結果としての学習」が生じてい
て、一応のコミュニケーションが成り立ってしまった一
例である。
その後、彼女は英語を本気で学ぼうと思い立ち、孫が
使わなくなった中学校の英語教科書を活用しながら、毎
日の３０分を英会話の勉強に費やした。それは、英会話
の習得を目的とした「学習のための活動」を独学で行っ
たことになる。このように、「学習活動を行うこと」は、
「学習すること」を目的制御的に意識化して進める活動
のことである。
しかしながら、その彼女が、自分独りで英会話を身に
つけるのは難しいと考え、週に１回程度の英会話スクー
ルに通い出したとしよう。そうすれば、英語を母国語と
する先生から直に教わることができるだけでなく、実際
に英語を話してみたりできるなど、自分の英語力を試す
機会に恵まれる。また、どんな試験を受けるのが良いか
など、日本人チューターに相談に乗ってもらったりでき
るほか、一緒に学ぶ仲間に恵まれたりするなど、一人で
学習活動を進めていたときには得られなかった交流機会
も獲得できるだろう。このように「教育を受けること」
とは、単に「教わること」に限定されない広がりを持っ
ている。
そうはいっても、効率的に英語教育を受けていきたい
のであれば、授業中に英語ネイティブから教わってしま
ったほうが手っ取り早いということも多々ある。こうし
て、「教育を受けること」を実質化するための中心に「教
わる」という手段を位置づけながら、自分に合った学習
活動を進める人もいるが、彼女もそうしたようである。
実際、「教わってしまったほうが、効率よく学べる」
ということは多いだろう。たとえば、英語と日本語との
言語学的な違いなどを教示してもらうことにより、英語
ならではの発想が身につくかもしれない。他方で、「い
くら教わっても学べないこと」にも直面するかもしれな
い。ＬとＲの発音の違いについて、発声の仕方を丁寧に
説明してもらっているのに、いっこうに実践できないま
まということもあろう。だが逆に、「教わってもいない
のに学べていること」もある。飛行機に乗って頻繁に海
外に出かける彼女の場合、誰に教わったでもなく、「シ
ートベルトを締めてください」という文章を自然と英語
で口に出せていた。学ぼうと強く意識していたわけでは
ないのにもかかわらず、いつの間にか身についていたと
いう経験は、一度や二度ではないだろう。
いずれにせよ、ここで特に強調しておかなければなら
ないのは、「学習すること」と「教育を受けること」と
を一致するかのように考えるのは間違いであり、両者は
常に峻別して考えられるべきだということである。一方
では、「教育を受けていなくても、十分に学習できてい
る」という事態が生じることを想定できる。たとえば、
「独学と実践」だけで、日常生活には支障のない英会話
能力を身につける人もいる。だが他方では、「教育を受
けるからこそ、効果的に学習できていく」という事態も
一般的である。たとえば、学術的に高度な内容を展開で
きるような英会話を身につけたいのであれば、いくらメ
ディアが発達した現代においても独学だけでは限界があ
るが、英語を母国語とする専門家による教育機会を得ら
れれば飛躍的に力量が伸びる。
このように、「学習すること」と「教育を受けること」
との段差を意識しながらも、両者の関係がどうなってい
るかが確認されなければならない。筆者は、「独学」が
「学習活動」の基本であることを踏まえた上で、「教育
の享受」が「学習」に資する有力な手段の一つとして有
効に活用できそうな場合には、それを積極的に選択すべ
きだと考える。
(3)「教育を受けること」と「教育されること」
以上の議論を踏まえて、「教育者」と「学習者」との
関係を改めて問うことにする。
第一に、「学習者（＝学ぶ者）」とは、基本的に教育
者からは独立した存在である。言い換えれば、教育者が
不在でも、学習者が学習することは十分に可能である。
むろん、学校教育の仕事に携わる関係者の中には、「教
えることによってはじめて、相手の学びが生じる」とか
「教育を受けないで学習が促されるはずがない」と思い
込んでいる人がいる。だが、教育者が傍にいてくれなく
ても、学習者とは、日常生活の中で「結果としての学習」
を自覚的・無自覚的に進めていってしまう存在だし、メ
ディアを有効活用した独学などをつうじて「学習のため
の活動」を自ら進めることができる主体である。
第二に、学習者とは、「＜教育を受けるかどうか＞を
選択する主体」である。「教育享受機会の選択主体」た
る学習者は、その都度において「＜教育を受けるかどう
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育すること」が「教えること」のみに還元されるような
浅薄な営みでないことが再確認できよう。
第二に、「教育すること」と「教育を受けさせること」
、、、
とは区別されなければならない。言い換えれば、「教育
主体」について、直接的な性質の強いものと間接的な性
質の強いものとがあるということである。
学校教育を例に取れば、親や保護者は子どもに教育を
受けさせるよう仕向けるが、実際の教育を施すのは学校
の教員である。つまり、親は間接的教育主体として学校
教育の実施を支え、教師は学校教育の直接的な実施主体
となっているわけである。
第三に、「教育すること」に加えて、「教育条件を整
えること」という視点を加えなければならない。このこ
とは、「教育者」という概念について、「狭義の教育主
体」から「広義の教育主体」まで広げて考えるべきこと
を意味している。
まず、「狭義の教育主体」の典型として、「教える人」
はもちろん、「教えるというやり方を用いずに教育活動
を行う人」が含まれる。また、「遠くから子どもを見守
っている人」も「教育者」であるし、「子どもに普通教
育を受けさせる保護者」は「間接的教育者」としての役
割を十分に果たしている。
さらに、直に教育活動を行わずとも、教育条件を整備
することに精を出している人も、教育とは無関係という
わけではない。こういう「裏方」の人たちに、「広義の
教育主体」としてスポットライトを当てるべきである。
子どもの教育で言えば、直に子どもと接することが全く
なくとも、子どもが学びやすいような環境を整える仕事
をしている人がいる。たとえば、図書館や博物館などの
社会教育施設の整備はもちろん、母子・父子が遊びなが
ら学んでいきやすいような公園を造成しようと計画を立
てている行政職員などは、本人が自覚していないであろ
うが、「広義の教育主体」として「教育者」に含めるこ
とができる。
(2)「学習者」の重層的性格
教育関係において「学習者」を基点とする考え方を展
開する。あらかじめ、基本的な用語法について整理をし
ておきたい。
まず、日本語を英語に訳して比較すれば、「教育」が
“education”であり、「教えること」が“teaching”であ
ることに象徴されるように、両者には根本的な違いがあ
る。学習者の立場に切り替えれば、「教育を受けること」
と「教わること」とは明確に区別されるべきである。こ
こで、筆者としては、「教育を受けること」について、
「教育を享受すること」とか「教育の享受」および「教
育享受」という表記を用いることがあると断っておく２）。
当然、「教育の恩恵を被ること」となれば、単に「教わ
ること」だけに還元されるような底の浅いものではない。
これに対して、「学ぶこと」と「学習すること」とは、
ともに英語では“learning”と訳されるように、両者を
同義に扱うことができるし、むしろ同義語として扱うべ
きものである３）。だが他方で、「学習」と「学習活動」
とを、用語として区別することにポイントがある。たし
かに、辞書的な意味での“学習”とは、“経験によって
新しい知識・技能・態度・行動傾向・認知様式などを習
得すること”という意味があるのに加えて、“そのため
の活動”と定義されている４）。つまり、「学習」という
日本語は、「学習活動」という意味合いも兼ねている。
しかしながら、筆者としては、両者を自覚的に区別する
ことを推奨する。というのは、「学習」は「結果」に力
点が置かれた概念であるのに比して、「学習活動」では
「学習のための活動」といった「目的」に焦点が当たる
という対比ができるからである。
これらの学習者の営為である「学習すること」・「学
習活動を行うこと」・「教育を受けること」・「教わるこ
と」を、「学習」の位相の違いと捉えることができる。
第一水準として、「学習」を目的として「学習活動」が
手段として選ばれることがある。第二水準として、「学
習活動」を目的として「教育を受けること」が手段とし
て選ばれることがある。第三水準として、「教育を受け
ること」を目的として「教わること」が手段として選ば
れることがある。全体を見すえた「目的－手段」関係の
連鎖として、「学習すること⊃学習活動を行うこと⊃教
育を受けること⊃教わること」といった重層性が成り立
つとみなせる。
次に、この抽象度の高い議論を具体化して説明し直し
てみたい。ここでは、ある一人の高齢女性の趣味が海外
旅行に行くことだという設定で、その彼女の「学び」の
プロセスを物語化してみることにする。
彼女は、自宅に居るときには、常に英語放送をかけっ
ぱなしにする習慣がある。中学校でしか英語を学んだこ
としかない彼女は、何が話されているかの意味はほとん
どわからないのだが、ＢＧＭのように英語を聞き流すこ
とが心地よい。基本的には英語ばかりが聞こえてくるの
で、あたかも海外に行っているような気分を若干ながら
味わえるのが楽しい。彼女にとって、日本語訳が入って
しまう英語教材は、いかにも英語の勉強をしているよう
な堅苦しさがあり、それを試してみたこともあるのだが、
結局は途中でやめてしまった。
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そんな彼女だが、ある夏の日に電車に乗って立ってい
て、父親に抱かれた黒人の赤ん坊が目の前の座席にいる
ことに気づいた瞬間、そのあまりの可愛さに、思わず「プ
リティ・ベイビー」とつぶやいてしまった。どうやら、
両親には意味が通じたらしく、大変に嬉しそうな顔をさ
れ、話しかけられた。彼女は、そのときの雰囲気で「イ
エス」を繰り返すだけだったが、何とか彼らが降りるべ
き駅を正しく教えられたようである。これは、本人が自
覚的に英会話を身につけようと努めていたわけではない
けれども、無意識的に「結果としての学習」が生じてい
て、一応のコミュニケーションが成り立ってしまった一
例である。
その後、彼女は英語を本気で学ぼうと思い立ち、孫が
使わなくなった中学校の英語教科書を活用しながら、毎
日の３０分を英会話の勉強に費やした。それは、英会話
の習得を目的とした「学習のための活動」を独学で行っ
たことになる。このように、「学習活動を行うこと」は、
「学習すること」を目的制御的に意識化して進める活動
のことである。
しかしながら、その彼女が、自分独りで英会話を身に
つけるのは難しいと考え、週に１回程度の英会話スクー
ルに通い出したとしよう。そうすれば、英語を母国語と
する先生から直に教わることができるだけでなく、実際
に英語を話してみたりできるなど、自分の英語力を試す
機会に恵まれる。また、どんな試験を受けるのが良いか
など、日本人チューターに相談に乗ってもらったりでき
るほか、一緒に学ぶ仲間に恵まれたりするなど、一人で
学習活動を進めていたときには得られなかった交流機会
も獲得できるだろう。このように「教育を受けること」
とは、単に「教わること」に限定されない広がりを持っ
ている。
そうはいっても、効率的に英語教育を受けていきたい
のであれば、授業中に英語ネイティブから教わってしま
ったほうが手っ取り早いということも多々ある。こうし
て、「教育を受けること」を実質化するための中心に「教
わる」という手段を位置づけながら、自分に合った学習
活動を進める人もいるが、彼女もそうしたようである。
実際、「教わってしまったほうが、効率よく学べる」
ということは多いだろう。たとえば、英語と日本語との
言語学的な違いなどを教示してもらうことにより、英語
ならではの発想が身につくかもしれない。他方で、「い
くら教わっても学べないこと」にも直面するかもしれな
い。ＬとＲの発音の違いについて、発声の仕方を丁寧に
説明してもらっているのに、いっこうに実践できないま
まということもあろう。だが逆に、「教わってもいない
のに学べていること」もある。飛行機に乗って頻繁に海
外に出かける彼女の場合、誰に教わったでもなく、「シ
ートベルトを締めてください」という文章を自然と英語
で口に出せていた。学ぼうと強く意識していたわけでは
ないのにもかかわらず、いつの間にか身についていたと
いう経験は、一度や二度ではないだろう。
いずれにせよ、ここで特に強調しておかなければなら
ないのは、「学習すること」と「教育を受けること」と
を一致するかのように考えるのは間違いであり、両者は
常に峻別して考えられるべきだということである。一方
では、「教育を受けていなくても、十分に学習できてい
る」という事態が生じることを想定できる。たとえば、
「独学と実践」だけで、日常生活には支障のない英会話
能力を身につける人もいる。だが他方では、「教育を受
けるからこそ、効果的に学習できていく」という事態も
一般的である。たとえば、学術的に高度な内容を展開で
きるような英会話を身につけたいのであれば、いくらメ
ディアが発達した現代においても独学だけでは限界があ
るが、英語を母国語とする専門家による教育機会を得ら
れれば飛躍的に力量が伸びる。
このように、「学習すること」と「教育を受けること」
との段差を意識しながらも、両者の関係がどうなってい
るかが確認されなければならない。筆者は、「独学」が
「学習活動」の基本であることを踏まえた上で、「教育
の享受」が「学習」に資する有力な手段の一つとして有
効に活用できそうな場合には、それを積極的に選択すべ
きだと考える。
(3)「教育を受けること」と「教育されること」
以上の議論を踏まえて、「教育者」と「学習者」との
関係を改めて問うことにする。
第一に、「学習者（＝学ぶ者）」とは、基本的に教育
者からは独立した存在である。言い換えれば、教育者が
不在でも、学習者が学習することは十分に可能である。
むろん、学校教育の仕事に携わる関係者の中には、「教
えることによってはじめて、相手の学びが生じる」とか
「教育を受けないで学習が促されるはずがない」と思い
込んでいる人がいる。だが、教育者が傍にいてくれなく
ても、学習者とは、日常生活の中で「結果としての学習」
を自覚的・無自覚的に進めていってしまう存在だし、メ
ディアを有効活用した独学などをつうじて「学習のため
の活動」を自ら進めることができる主体である。
第二に、学習者とは、「＜教育を受けるかどうか＞を
選択する主体」である。「教育享受機会の選択主体」た
る学習者は、その都度において「＜教育を受けるかどう
- 6 -
育すること」が「教えること」のみに還元されるような
浅薄な営みでないことが再確認できよう。
第二に、「教育すること」と「教育を受けさせること」
、、、
とは区別されなければならない。言い換えれば、「教育
主体」について、直接的な性質の強いものと間接的な性
質の強いものとがあるということである。
学校教育を例に取れば、親や保護者は子どもに教育を
受けさせるよう仕向けるが、実際の教育を施すのは学校
の教員である。つまり、親は間接的教育主体として学校
教育の実施を支え、教師は学校教育の直接的な実施主体
となっているわけである。
第三に、「教育すること」に加えて、「教育条件を整
えること」という視点を加えなければならない。このこ
とは、「教育者」という概念について、「狭義の教育主
体」から「広義の教育主体」まで広げて考えるべきこと
を意味している。
まず、「狭義の教育主体」の典型として、「教える人」
はもちろん、「教えるというやり方を用いずに教育活動
を行う人」が含まれる。また、「遠くから子どもを見守
っている人」も「教育者」であるし、「子どもに普通教
育を受けさせる保護者」は「間接的教育者」としての役
割を十分に果たしている。
さらに、直に教育活動を行わずとも、教育条件を整備
することに精を出している人も、教育とは無関係という
わけではない。こういう「裏方」の人たちに、「広義の
教育主体」としてスポットライトを当てるべきである。
子どもの教育で言えば、直に子どもと接することが全く
なくとも、子どもが学びやすいような環境を整える仕事
をしている人がいる。たとえば、図書館や博物館などの
社会教育施設の整備はもちろん、母子・父子が遊びなが
ら学んでいきやすいような公園を造成しようと計画を立
てている行政職員などは、本人が自覚していないであろ
うが、「広義の教育主体」として「教育者」に含めるこ
とができる。
(2)「学習者」の重層的性格
教育関係において「学習者」を基点とする考え方を展
開する。あらかじめ、基本的な用語法について整理をし
ておきたい。
まず、日本語を英語に訳して比較すれば、「教育」が
“education”であり、「教えること」が“teaching”であ
ることに象徴されるように、両者には根本的な違いがあ
る。学習者の立場に切り替えれば、「教育を受けること」
と「教わること」とは明確に区別されるべきである。こ
こで、筆者としては、「教育を受けること」について、
「教育を享受すること」とか「教育の享受」および「教
育享受」という表記を用いることがあると断っておく２）。
当然、「教育の恩恵を被ること」となれば、単に「教わ
ること」だけに還元されるような底の浅いものではない。
これに対して、「学ぶこと」と「学習すること」とは、
ともに英語では“learning”と訳されるように、両者を
同義に扱うことができるし、むしろ同義語として扱うべ
きものである３）。だが他方で、「学習」と「学習活動」
とを、用語として区別することにポイントがある。たし
かに、辞書的な意味での“学習”とは、“経験によって
新しい知識・技能・態度・行動傾向・認知様式などを習
得すること”という意味があるのに加えて、“そのため
の活動”と定義されている４）。つまり、「学習」という
日本語は、「学習活動」という意味合いも兼ねている。
しかしながら、筆者としては、両者を自覚的に区別する
ことを推奨する。というのは、「学習」は「結果」に力
点が置かれた概念であるのに比して、「学習活動」では
「学習のための活動」といった「目的」に焦点が当たる
という対比ができるからである。
これらの学習者の営為である「学習すること」・「学
習活動を行うこと」・「教育を受けること」・「教わるこ
と」を、「学習」の位相の違いと捉えることができる。
第一水準として、「学習」を目的として「学習活動」が
手段として選ばれることがある。第二水準として、「学
習活動」を目的として「教育を受けること」が手段とし
て選ばれることがある。第三水準として、「教育を受け
ること」を目的として「教わること」が手段として選ば
れることがある。全体を見すえた「目的－手段」関係の
連鎖として、「学習すること⊃学習活動を行うこと⊃教
育を受けること⊃教わること」といった重層性が成り立
つとみなせる。
次に、この抽象度の高い議論を具体化して説明し直し
てみたい。ここでは、ある一人の高齢女性の趣味が海外
旅行に行くことだという設定で、その彼女の「学び」の
プロセスを物語化してみることにする。
彼女は、自宅に居るときには、常に英語放送をかけっ
ぱなしにする習慣がある。中学校でしか英語を学んだこ
としかない彼女は、何が話されているかの意味はほとん
どわからないのだが、ＢＧＭのように英語を聞き流すこ
とが心地よい。基本的には英語ばかりが聞こえてくるの
で、あたかも海外に行っているような気分を若干ながら
味わえるのが楽しい。彼女にとって、日本語訳が入って
しまう英語教材は、いかにも英語の勉強をしているよう
な堅苦しさがあり、それを試してみたこともあるのだが、
結局は途中でやめてしまった。
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定説化していて当たり前のように用いられて憲法論議に
も持ち出される言葉として、「学習権」というものがあ
る５）。では、日本国憲法第26条に明記されている「教育
を受ける権利」と「学習権」とはどのような関係にある
とみなされているのか。
一方では、「学習権」と「教育を受ける権利」とが同
一視されることがある。たとえば、ある教育学辞典を引
いて“学習権”という言葉を確認してみると、“教育を
受ける権利ともいい、学習権は教育を受ける主体の側か
らこれを定義したもの”と書かれている６）。
この定義にしたがえば、学習者は「教育を受けないで
学習する」という側面をたぶんに持っているのにもかか
わらず、学習者が「教育を受ける主体」に限定されるよ
うな「あくまでも教育に従属した存在」にすぎないもの
に矮小化されてしまう。そこには、学習者が「教育とは
異なる次元で学習する主体」たりうる可能性が完全に消
されてしまうという問題が残っている。
他方では、「学習権」という言葉が好んで用いられる
のに比して、「教育を受ける権利」という言い方が避け
られがちな場面がある。成人教育の現場では、成人に対
して「教育を受ける権利」という言葉を用いると、「自
発的・主体的に学習する」というイメージから離れて「受
け身で教育されていく」という印象が想起されてしまう
ことを嫌う。これは、「教育を受けること」と「教育さ
れること」とが一緒くたになっていて、その区別が丁寧
に行われてこなかった証左であろう。
未熟な子どもは「教育を受けさせられる客体」や「教
育される客体」とみなされても抵抗が少ないのに比して、
成熟しているはずの大人は、そのような受動的イメージ
、、
の強い「教育」とは無関係であり、あくまでも「学習す
る主体」であるはずだという理念的前提ができている。
特に成人教育学の研究者は、成人は「学習する主体」で
あっても「教育される客体」ではないという前提を採用
したがるので、「教育」という言葉を避けて「学習」と
いう言葉を重用する傾向がある。だから、結果として、
「成人における教育」という文脈では、「学習権」が強
調されても「教育を受ける権利」が主張されることは少
ない。こうして、成人においては、「学習権」がクロー
ズアップするのに比して、「教育を受ける権利」は「教
育を受けさせられる義務」や「教育される義務」と混同
されてしまう形で曖昧化する。「成人が教育を受ける権
利」は棚上げされて、法理論的な位置づけとして宙づり
状態になっている。これを決して放置しておくべきでは
ないというのが、筆者の強い主張である。
(2) 成人にとっての「教育を受ける権利」
改めて問う。一般に「教育」といった場合、どのよう
なイメージが思い浮かべられるか。これについて筆者な
りにまとめると、最大公約数的な教育イメージとは、「学
校[という空間]で教師[という主体]が子ども[という対
象]に何かを教える[という行為]」である７）。より限定
的には、「小学校の教室で先生が児童たちの集団に何か
を教えている姿」を思い浮かべる人の割合がかなり多い
ようである。
よって、「教育を受ける権利」が主題となるとき、そ
の権利主体として子どもがすぐに思い浮かべられるのに
比して、大人の存在が全く思いつかなかったとしても自
然の成り行きである。だから、有名な憲法学者が、“教
育を受ける権利は、その性質上、子どもに対して保障さ
れる”８）と言い切って、成人に対して一切触れないので
あれば、憲法を学ぶ人の意識から、「教育を受ける権利
主体としての成人」が完全に抜け落ちてしまうとしても
やむをえない。
だが、本当にそれは正しい認識なのか。いったん教育
に対する先入観を廃して、教育制度論的な角度から原点
を見直すために、日本国憲法の第26条１項の「教育に関
する規定」に立ち戻ろう。
第26条 すべて国民は、法律の定めるところにより、
その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を
有する。
ここで「すべて国民」と明示している以上、子どもだ
けでなく大人も含めて「教育を受ける権利」を有するこ
とが宣言されているはずである。逆に考えれば、「すべ
て国民」という表記の内容から「成人」を排除すべき理
由が全く見当たらない。したがって、憲法26条には、「成
人が教育を受ける権利」も含まれているとみなせるはず
である。
1947(昭和22)年３月末に制定された時点での教育基本
法の前文は、以下のように始まっている。
われらは、さきに、日本国憲法を確定し、民主的
で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の福
祉に貢献しようとする決意を示した。この理想の実
現は、根本において教育の力にまつべきものである。
ここで示されたような「日本国憲法の理想の実現」の
ために期待された「教育の力」には、「成人を対象とし
た教育」も含まれるはずである。
当時の教育基本法において鍵となるキーワードは「社
会教育」である。これについて、教育基本法が第二次世
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か＞を決める主体」という地位を占めている。この原理
は、「教育を受けさせられる」立場にある学齢期の子ど
も達にも当てはまる。
まずは、大人が学習者であるときを考察してみよう。
たとえば、大学の公開講座の受講者の中に、それなりの
金額を払っているのにもかかわらず、授業が面白くない
と感じるや否や、途中から出席しなくなってしまう人が
いる。こういった人たちは、「自由な立場にある＜学習
者＞」として、ときに身勝手ではないかと他の受講者に
囁かれるほど、「教育を受けるかどうか」を「自由に」
選択する。
それでは、そうした「自由な学習者」とは言いがたい
子ども達はどうだろうか。たしかに、子どもは、制度論
的に「教育を受けさせられるべき存在」であるので、「あ
、、、、、、、、、
るべき姿」として「教育を受けるべき存在」である。け
、、、、、
れども、そうした「べき論」は、子どもが「教育を実際
、、
に受けている存在」だということを現実レベルで確実に
、、、、、、
保障するわけではない。
たとえば、学校の授業のあり方に問題を感じて、自覚
的に登校しなくなるという子どもが存在する。また、あ
る不登校児が、本人の意識としては登校しようとしてい
るのにもかかわらず、その本人の何らかの無意識的な心
理機制が働き、身体が学校に行こうとするのを拒絶する
という場合もある。
こういった事実を踏まえれば、不登校の子どもは、単
に「教育を受けさせられる客体」ではとどまっていない
、、、、、、、、、
存在だと確認できる。ここでは、彼らは「<教育を受け
ない>という選択を行った主体」と化しているとみなし
、、、、、、、、
てよい。こうして、個々の子どもが発現しうる現実的な
可能性として「<教育を受けるかどうか>を選択できる主
体」たることを再確認し強調できるのである。
第三に、学習者が「教育を受けること」と、学習者が
「教育されること」との間には段差がある。つまり、「教
育を受けること」がそのまま「教育されること」を意味
するわけではない。
たしかに、学習者が「教育を受けること」は、教育者
との関係において学習者が影響を被ることでもある。そ
して、実際に教育を受けていく過程において、相当に影
響を受けていくことになろう。だが、ここにおける「教
育者－学習者」関係は、「教育する主体－<教育を受け
るかどうか>を選択する主体」もしくは「教育を受けさ
せる主体－<教育を受けるかどうか>を選択する主体」で
あれ、原理的には「相互に主体どうしとなった関係」で
ある。「教育を受けるかどうか」は、その都度における
学習主体自身の選択にかかっているので、学習者が「教
育される客体」と化すときと化さないときとが断続的な
ものになる。よって、「教育を受けていく過程」は同時
に「教育されていく過程」でもあるが、学習主体が単な
る客体としてだけではなく、主体としての側面も保持し
続けるといった二重性が発露するプロセスであり、「被
、
教育過程」以外の側面が強調されてよい。
したがって第四に、教育者との直接的な接点がある場
合も、学習者とは「学習主体」であることが基軸となる
存在であるので、「教育される客体」である側面は部分
的にすぎず限定される。教育者が直に教育的影響を及ぼ
すときですら、「学習すること」は、「教育されること」
とは大きなズレをはらみながら成立する事象なのであ
る。
たしかに、自分の幼い子どもを目の前にした大人には、
学習者たる子どもが「教育客体＝被教育者＝教育される
者」にしか見えてこないかもしれない。その捉え方は、
教育関係を「教育する－教育される」の主客関係に閉じ
込めて把握する限り妥当である。だが、しゃにむに幼い
子どもを「教育されるのみの客体」にすぎないと決めつ
、、、
けてしまうような固定観念からは解放されるべきであ
る。子ども自身が「自ら学習する主体」として主体性を
発揮しうる存在でもあるという側面を見落としてはなら
ないのである。
第３節 「権利としての教育」
と「権利としての学習」
教育実践を空疎な抽象的営みにとどめず、その中味を
実質化するためには、その方法的側面の一つとして「制
度」が必要不可欠であり、「権利」や「義務」といった
概念が大変に重要な意味を持ってくる。そこでは、「教
育権」や「学習権」などの用語がキーワード化する必然
性がある。筆者の言い方では、「権利としての教育」と
「権利としての学習」とを対比すべき必然性である。
だが、そもそも「教育とは何か？」とか「学習とは何
か？」という個別の問いや、「教育と学習との関係はど
うなっているのか？」というような関係性を問うことが
棚上げされたまま、教育や学習をめぐる権利論的な議論
を展開していっても、その理論的基盤は脆弱なままであ
る。それどころか、何らかの論理的矛盾が生じていても、
論じられていないことはもちろん、ほとんど気づかれて
いないままということも多いのではないか。
(1)「教育を受ける権利」と「学習権」
日本国憲法では明示されていないけれども、教育界で
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定説化していて当たり前のように用いられて憲法論議に
も持ち出される言葉として、「学習権」というものがあ
る５）。では、日本国憲法第26条に明記されている「教育
を受ける権利」と「学習権」とはどのような関係にある
とみなされているのか。
一方では、「学習権」と「教育を受ける権利」とが同
一視されることがある。たとえば、ある教育学辞典を引
いて“学習権”という言葉を確認してみると、“教育を
受ける権利ともいい、学習権は教育を受ける主体の側か
らこれを定義したもの”と書かれている６）。
この定義にしたがえば、学習者は「教育を受けないで
学習する」という側面をたぶんに持っているのにもかか
わらず、学習者が「教育を受ける主体」に限定されるよ
うな「あくまでも教育に従属した存在」にすぎないもの
に矮小化されてしまう。そこには、学習者が「教育とは
異なる次元で学習する主体」たりうる可能性が完全に消
されてしまうという問題が残っている。
他方では、「学習権」という言葉が好んで用いられる
のに比して、「教育を受ける権利」という言い方が避け
られがちな場面がある。成人教育の現場では、成人に対
して「教育を受ける権利」という言葉を用いると、「自
発的・主体的に学習する」というイメージから離れて「受
け身で教育されていく」という印象が想起されてしまう
ことを嫌う。これは、「教育を受けること」と「教育さ
れること」とが一緒くたになっていて、その区別が丁寧
に行われてこなかった証左であろう。
未熟な子どもは「教育を受けさせられる客体」や「教
育される客体」とみなされても抵抗が少ないのに比して、
成熟しているはずの大人は、そのような受動的イメージ
、、
の強い「教育」とは無関係であり、あくまでも「学習す
る主体」であるはずだという理念的前提ができている。
特に成人教育学の研究者は、成人は「学習する主体」で
あっても「教育される客体」ではないという前提を採用
したがるので、「教育」という言葉を避けて「学習」と
いう言葉を重用する傾向がある。だから、結果として、
「成人における教育」という文脈では、「学習権」が強
調されても「教育を受ける権利」が主張されることは少
ない。こうして、成人においては、「学習権」がクロー
ズアップするのに比して、「教育を受ける権利」は「教
育を受けさせられる義務」や「教育される義務」と混同
されてしまう形で曖昧化する。「成人が教育を受ける権
利」は棚上げされて、法理論的な位置づけとして宙づり
状態になっている。これを決して放置しておくべきでは
ないというのが、筆者の強い主張である。
(2) 成人にとっての「教育を受ける権利」
改めて問う。一般に「教育」といった場合、どのよう
なイメージが思い浮かべられるか。これについて筆者な
りにまとめると、最大公約数的な教育イメージとは、「学
校[という空間]で教師[という主体]が子ども[という対
象]に何かを教える[という行為]」である７）。より限定
的には、「小学校の教室で先生が児童たちの集団に何か
を教えている姿」を思い浮かべる人の割合がかなり多い
ようである。
よって、「教育を受ける権利」が主題となるとき、そ
の権利主体として子どもがすぐに思い浮かべられるのに
比して、大人の存在が全く思いつかなかったとしても自
然の成り行きである。だから、有名な憲法学者が、“教
育を受ける権利は、その性質上、子どもに対して保障さ
れる”８）と言い切って、成人に対して一切触れないので
あれば、憲法を学ぶ人の意識から、「教育を受ける権利
主体としての成人」が完全に抜け落ちてしまうとしても
やむをえない。
だが、本当にそれは正しい認識なのか。いったん教育
に対する先入観を廃して、教育制度論的な角度から原点
を見直すために、日本国憲法の第26条１項の「教育に関
する規定」に立ち戻ろう。
第26条 すべて国民は、法律の定めるところにより、
その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を
有する。
ここで「すべて国民」と明示している以上、子どもだ
けでなく大人も含めて「教育を受ける権利」を有するこ
とが宣言されているはずである。逆に考えれば、「すべ
て国民」という表記の内容から「成人」を排除すべき理
由が全く見当たらない。したがって、憲法26条には、「成
人が教育を受ける権利」も含まれているとみなせるはず
である。
1947(昭和22)年３月末に制定された時点での教育基本
法の前文は、以下のように始まっている。
われらは、さきに、日本国憲法を確定し、民主的
で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の福
祉に貢献しようとする決意を示した。この理想の実
現は、根本において教育の力にまつべきものである。
ここで示されたような「日本国憲法の理想の実現」の
ために期待された「教育の力」には、「成人を対象とし
た教育」も含まれるはずである。
当時の教育基本法において鍵となるキーワードは「社
会教育」である。これについて、教育基本法が第二次世
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か＞を決める主体」という地位を占めている。この原理
は、「教育を受けさせられる」立場にある学齢期の子ど
も達にも当てはまる。
まずは、大人が学習者であるときを考察してみよう。
たとえば、大学の公開講座の受講者の中に、それなりの
金額を払っているのにもかかわらず、授業が面白くない
と感じるや否や、途中から出席しなくなってしまう人が
いる。こういった人たちは、「自由な立場にある＜学習
者＞」として、ときに身勝手ではないかと他の受講者に
囁かれるほど、「教育を受けるかどうか」を「自由に」
選択する。
それでは、そうした「自由な学習者」とは言いがたい
子ども達はどうだろうか。たしかに、子どもは、制度論
的に「教育を受けさせられるべき存在」であるので、「あ
、、、、、、、、、
るべき姿」として「教育を受けるべき存在」である。け
、、、、、
れども、そうした「べき論」は、子どもが「教育を実際
、、
に受けている存在」だということを現実レベルで確実に
、、、、、、
保障するわけではない。
たとえば、学校の授業のあり方に問題を感じて、自覚
的に登校しなくなるという子どもが存在する。また、あ
る不登校児が、本人の意識としては登校しようとしてい
るのにもかかわらず、その本人の何らかの無意識的な心
理機制が働き、身体が学校に行こうとするのを拒絶する
という場合もある。
こういった事実を踏まえれば、不登校の子どもは、単
に「教育を受けさせられる客体」ではとどまっていない
、、、、、、、、、
存在だと確認できる。ここでは、彼らは「<教育を受け
ない>という選択を行った主体」と化しているとみなし
、、、、、、、、
てよい。こうして、個々の子どもが発現しうる現実的な
可能性として「<教育を受けるかどうか>を選択できる主
体」たることを再確認し強調できるのである。
第三に、学習者が「教育を受けること」と、学習者が
「教育されること」との間には段差がある。つまり、「教
育を受けること」がそのまま「教育されること」を意味
するわけではない。
たしかに、学習者が「教育を受けること」は、教育者
との関係において学習者が影響を被ることでもある。そ
して、実際に教育を受けていく過程において、相当に影
響を受けていくことになろう。だが、ここにおける「教
育者－学習者」関係は、「教育する主体－<教育を受け
るかどうか>を選択する主体」もしくは「教育を受けさ
せる主体－<教育を受けるかどうか>を選択する主体」で
あれ、原理的には「相互に主体どうしとなった関係」で
ある。「教育を受けるかどうか」は、その都度における
学習主体自身の選択にかかっているので、学習者が「教
育される客体」と化すときと化さないときとが断続的な
ものになる。よって、「教育を受けていく過程」は同時
に「教育されていく過程」でもあるが、学習主体が単な
る客体としてだけではなく、主体としての側面も保持し
続けるといった二重性が発露するプロセスであり、「被
、
教育過程」以外の側面が強調されてよい。
したがって第四に、教育者との直接的な接点がある場
合も、学習者とは「学習主体」であることが基軸となる
存在であるので、「教育される客体」である側面は部分
的にすぎず限定される。教育者が直に教育的影響を及ぼ
すときですら、「学習すること」は、「教育されること」
とは大きなズレをはらみながら成立する事象なのであ
る。
たしかに、自分の幼い子どもを目の前にした大人には、
学習者たる子どもが「教育客体＝被教育者＝教育される
者」にしか見えてこないかもしれない。その捉え方は、
教育関係を「教育する－教育される」の主客関係に閉じ
込めて把握する限り妥当である。だが、しゃにむに幼い
子どもを「教育されるのみの客体」にすぎないと決めつ
、、、
けてしまうような固定観念からは解放されるべきであ
る。子ども自身が「自ら学習する主体」として主体性を
発揮しうる存在でもあるという側面を見落としてはなら
ないのである。
第３節 「権利としての教育」
と「権利としての学習」
教育実践を空疎な抽象的営みにとどめず、その中味を
実質化するためには、その方法的側面の一つとして「制
度」が必要不可欠であり、「権利」や「義務」といった
概念が大変に重要な意味を持ってくる。そこでは、「教
育権」や「学習権」などの用語がキーワード化する必然
性がある。筆者の言い方では、「権利としての教育」と
「権利としての学習」とを対比すべき必然性である。
だが、そもそも「教育とは何か？」とか「学習とは何
か？」という個別の問いや、「教育と学習との関係はど
うなっているのか？」というような関係性を問うことが
棚上げされたまま、教育や学習をめぐる権利論的な議論
を展開していっても、その理論的基盤は脆弱なままであ
る。それどころか、何らかの論理的矛盾が生じていても、
論じられていないことはもちろん、ほとんど気づかれて
いないままということも多いのではないか。
(1)「教育を受ける権利」と「学習権」
日本国憲法では明示されていないけれども、教育界で
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義務」をつうじて「子どもの普通教育を受ける権利」を
確実に保障しようとする強力な制度的担保を意味してい
るということである。
他方で、権利が強力に保障されていることは、そのこ
とが実質的に義務に転化してしまうことも意味する。親
が「普通教育を受けさせる義務」を遂行することは、「子
どもが教育を受ける責任」を果たしてはじめて成り立つ
ので、法的に明文化されていないけれども実質的には「教
育を受ける義務」を子どもは果たさざるをえないことに
なる。子どもは強力に「教育を受ける権利」が保障され
ている分だけ、実質的に「教育を受けるべき対象」とし
て拘束されている。
これに対して、成人は「教育を受けるべき対象」とし
ては拘束されていない自由存在である。他方で、成人は、
子どもと比すれば、その分だけ「教育を受ける権利」が
強力には保障されていないことになる。総じて言えば、
成人は、「＜教育を受けるかどうか＞を選択する権利」
を持った自由存在だとみなせる。
とはいえ、これまでの社会的現実として、成人の多く
は「教育を受けない」という選択肢を選んできたのでは
ないか。日本国民の多くが「教育を受ける権利」を積極
的には求めてこなかったのではないか。このことについ
て、権利を保持する努力が不足していたと評価したら、
あまりに言い過ぎだろうか。
第12条 この憲法が国民に保障する自由及び権利
は、国民の不断の努力によつて、これを保持しな
ければならない。又、国民は、これを濫用しては
ならないのであつて、常に公共の福祉のためにこ
れを利用する責任を負ふ。
ここで、日本国憲法第12条を明示してみたが、この条
文と照らし合わせて、「成人が社会教育を受ける権利」
を放棄している日本国民が大多数であると言っても、全
くピンと来ないのではないか。それくらい、「（主体的
に）教育を受けること」と「（受動的に）教育されるこ
と」との混同は根深いのである。
(3)「学習権」と「学習活動権」
筆者は、「学習」と「学習活動」とは、用語として明
確に区別すべきだと主張する立場である。その延長で、
「学習権」という表記のままでは不十分であり、「学習
活動権」という積極的な言い方をすべきだと考える。「学
習」という日本語に「学習活動」という意味合いが含ま
れる場合があることを考慮しても、言葉として「活動」
を前面に出しておかなければ、実際の運用の時点で忘却
され、「学習」という言葉がもっぱら認知・認識の問題
に還元されてしまう危険があると考える。
あえて極論すれば、ある国民が身体的拘束をされた状
態であっても、感じたり考えたりするような認知的な活
動が十分に可能であるという理由で、「学習権」は必ず
しも侵害されていないという詭弁さえ成り立ちかねな
い。よって、「学習を目的とした活動」を身体的自由を
担保しながら遂行できる状態を確実に保障するという意
味で、改めて「学習活動権」という言い方を強調したい。
まとめるならば、国民にとって真に豊かな「学習権」
を実質的に保障するためには「学習活動権」を保障する
ことが必要だが、そうした活動を進めていくための効果
的もしくは効率的になりうる方法として「＜教育を受け
る＞という形態の学習活動を選択する権利」を有すると
、、
いう考え方である。そこでは、社会教育法第２条におけ
る「社会教育の定義」として、「組織的な教育」という
表記ではなく「組織的な教育活動」が示されていること
、、
に積極的な意義を見出せそうである。
(4)「学び直し」時代の「社会教育」
2006(平成18)年12月に、教育基本法が改正された。そ
こに至るまでの紆余曲折や、その賛否はともかく、この
法律は、1947(昭和22)年から60年近くを経て、大きな変
更を加えられたのである。
この改正教育基本法では、「生涯学習の理念」が新設
された。
（生涯学習の理念）
第３条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊か
な人生を送ることができるよう、その生涯にわた
って、あらゆる機会に、あらゆる場所において学
習することができ、その成果を適切に生かすこと
のできる社会の実現が図られなければならない。
ここでは、国民一人ひとりが「その生涯にわたって、
あらゆる機会に、あらゆる場所において学習すること」
が保障されるような社会状況の実現が求められているの
に加えて、「その成果を適切に生かすこと」もできる社
会状況が実現するよう求められている。
改正教育基本法では、社会的な支援の在り方として、
学習者が学習成果を生かすための条件を整備することが
ポイントになっている。同時に、生涯にわたる学習を可
能にする方法の一つとして「教育を受けること」を選ぶ
可能性も忘れられてはならない。「教育を受ける」とい
う行為は、理論的な選択肢であるのみならず、実践的な
必然という面もあり、「教育」の重要性が浮かび上がる。
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界大戦後すぐに制定された当時の条文を振り返ろう。
（社会教育）
第７条 家庭教育及び勤労の場所その他社会におい
て行われる教育は、国及び地方公共団体によつて
奨励されなければならない。
２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民
館等の施設の設置、学校の施設の利用その他適当
な方法によつて教育の目的の実現に努めなければ
ならない。
この条文は、１項で「国及び地方公共団体」が「家庭
教育及び勤労の場所その他社会において行われる教育」
を奨励すべきことを述べ、２項で「国及び地方公共団体」
が「教育の目的」を実現するために様々な方法を処する
べきことを書いている。
この「社会教育」を奨励するにあたって、教育基本法
の精神に則ることを大前提として、「国及び地方公共団
体の任務」を明らかにした法律が、1949(昭和24)年6月
に制定された「社会教育法」である。ここでは、「社会
教育の定義」が明示されている。
（社会教育の定義）
第２条 この法律で「社会教育」とは、学校教育法
（昭和22年法律第26号）に基き、学校の教育課
程として行われる教育活動を除き、主として青少
年及び成人に対して行われる組織的な教育活動
（体育及びレクリエーションの活動を含む。）を
いう。
この条文では、「社会教育」が「主として青少年及び
成人に対して行われる組織的な教育活動」と定義されて
、、 、、
いる。つまり、日本の法体系において「教育を受ける主
体」として「成人」が排除されていないばかりか、法的
に規定された「社会教育」の中で明確に位置づけられて
いるのである。
実際、衆議院憲法調查会事務局が2003(平成15)年２月
に公表している文書では、日本国憲法第26条にいう「教
育を受ける権利」について、“「教育を受ける権利」の
「教育」とは？”という問いかけを示した上で、以下の
ような解説が加えられている。
ここにいう「教育」は、学校教育に限られず、社
会教育をも含む。
したがって、「教育を受ける権利」については年
齢上の制限はない９）。
この解説文の前段にしたがえば、「教育を受ける権利」
には、「学校教育を受ける権利」だけでなく、「社会教
育を受ける権利」も含まれることになる。ちなみに、こ
の文書では、“学校教育と社会教育”という項目を設け
て、“学校教育とは、学校において行われる教育、社会
教育とは、家庭教育及び勤労の場所その他社会において
行われる教育をいう”という説明が展開されている１０）。
また、後段で「年齢上の制限はない」という注釈がな
されているのは、生涯学習という考え方がすでに一般化
した2000年代前半に教育基本法の改正の議論が盛り上が
った時期に、日本の立法府が、すでに公式見解として「生
涯にわたって教育を受ける権利」を認めていたからだと
考えられる。よって、日本国憲法26条は、「＜教育を受
ける権利＞の生涯保障」という意味での「生涯教育を受
ける権利」を明文化していると解釈し直せる。
以上より、「社会教育を受ける権利」とか「生涯教育
を受ける権利」といった耳慣れない言い方を強調するこ
とが必要となる。そして、その流れからしても、憲法26
条の「教育を受ける権利」には「成人が教育を受ける権
利」も含意されていることが確認できるはずである。そ
ういうわけで、「成人教育を受ける権利」として、「成
人が社会教育を受ける権利」および「成人が生涯教育を
受ける権利」の存在を強調できる。
加えて、「成人が学校教育を受ける権利」の存在も指
摘できる。だが、「子どもが学校教育を受ける権利」と
比較した場合、それが必ずしも強力には保障されていな
いことが明らかである。1970年代に兼子仁が“すべての
国民とくに「子ども」は、生まれながらにして、教育を
うけ学習することにより人間的に成長・発達していく権
利を有する”１１）と述べていたように、実際の運用段階
において、「教育を受ける権利」を享受すべき優先順位
として、「すべての国民」の中でも「子ども」が最初に
来るという論理構成に対して社会常識的に違和感を感じ
る人は少ないだろう。
こうした子どもと成人との「教育を受ける権利」をめ
ぐる必要性の程度については、憲法第26条２項を読むこ
とを出発点にして、発想を反転させて考察することがで
きる。
２ すべて国民は、法律の定めるところにより、そ
の保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負
ふ。義務教育は、これを無償とする。
この条文は、子どもに対して直に「普通教育を受ける
義務」を課したものでは決してなく、保護者に対して「子
どもに普通教育を受けさせる義務」を課したものである。
だが、それは、見方を変えれば、「保護者が果たすべき
10
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義務」をつうじて「子どもの普通教育を受ける権利」を
確実に保障しようとする強力な制度的担保を意味してい
るということである。
他方で、権利が強力に保障されていることは、そのこ
とが実質的に義務に転化してしまうことも意味する。親
が「普通教育を受けさせる義務」を遂行することは、「子
どもが教育を受ける責任」を果たしてはじめて成り立つ
ので、法的に明文化されていないけれども実質的には「教
育を受ける義務」を子どもは果たさざるをえないことに
なる。子どもは強力に「教育を受ける権利」が保障され
ている分だけ、実質的に「教育を受けるべき対象」とし
て拘束されている。
これに対して、成人は「教育を受けるべき対象」とし
ては拘束されていない自由存在である。他方で、成人は、
子どもと比すれば、その分だけ「教育を受ける権利」が
強力には保障されていないことになる。総じて言えば、
成人は、「＜教育を受けるかどうか＞を選択する権利」
を持った自由存在だとみなせる。
とはいえ、これまでの社会的現実として、成人の多く
は「教育を受けない」という選択肢を選んできたのでは
ないか。日本国民の多くが「教育を受ける権利」を積極
的には求めてこなかったのではないか。このことについ
て、権利を保持する努力が不足していたと評価したら、
あまりに言い過ぎだろうか。
第12条 この憲法が国民に保障する自由及び権利
は、国民の不断の努力によつて、これを保持しな
ければならない。又、国民は、これを濫用しては
ならないのであつて、常に公共の福祉のためにこ
れを利用する責任を負ふ。
ここで、日本国憲法第12条を明示してみたが、この条
文と照らし合わせて、「成人が社会教育を受ける権利」
を放棄している日本国民が大多数であると言っても、全
くピンと来ないのではないか。それくらい、「（主体的
に）教育を受けること」と「（受動的に）教育されるこ
と」との混同は根深いのである。
(3)「学習権」と「学習活動権」
筆者は、「学習」と「学習活動」とは、用語として明
確に区別すべきだと主張する立場である。その延長で、
「学習権」という表記のままでは不十分であり、「学習
活動権」という積極的な言い方をすべきだと考える。「学
習」という日本語に「学習活動」という意味合いが含ま
れる場合があることを考慮しても、言葉として「活動」
を前面に出しておかなければ、実際の運用の時点で忘却
され、「学習」という言葉がもっぱら認知・認識の問題
に還元されてしまう危険があると考える。
あえて極論すれば、ある国民が身体的拘束をされた状
態であっても、感じたり考えたりするような認知的な活
動が十分に可能であるという理由で、「学習権」は必ず
しも侵害されていないという詭弁さえ成り立ちかねな
い。よって、「学習を目的とした活動」を身体的自由を
担保しながら遂行できる状態を確実に保障するという意
味で、改めて「学習活動権」という言い方を強調したい。
まとめるならば、国民にとって真に豊かな「学習権」
を実質的に保障するためには「学習活動権」を保障する
ことが必要だが、そうした活動を進めていくための効果
的もしくは効率的になりうる方法として「＜教育を受け
る＞という形態の学習活動を選択する権利」を有すると
、、
いう考え方である。そこでは、社会教育法第２条におけ
る「社会教育の定義」として、「組織的な教育」という
表記ではなく「組織的な教育活動」が示されていること
、、
に積極的な意義を見出せそうである。
(4)「学び直し」時代の「社会教育」
2006(平成18)年12月に、教育基本法が改正された。そ
こに至るまでの紆余曲折や、その賛否はともかく、この
法律は、1947(昭和22)年から60年近くを経て、大きな変
更を加えられたのである。
この改正教育基本法では、「生涯学習の理念」が新設
された。
（生涯学習の理念）
第３条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊か
な人生を送ることができるよう、その生涯にわた
って、あらゆる機会に、あらゆる場所において学
習することができ、その成果を適切に生かすこと
のできる社会の実現が図られなければならない。
ここでは、国民一人ひとりが「その生涯にわたって、
あらゆる機会に、あらゆる場所において学習すること」
が保障されるような社会状況の実現が求められているの
に加えて、「その成果を適切に生かすこと」もできる社
会状況が実現するよう求められている。
改正教育基本法では、社会的な支援の在り方として、
学習者が学習成果を生かすための条件を整備することが
ポイントになっている。同時に、生涯にわたる学習を可
能にする方法の一つとして「教育を受けること」を選ぶ
可能性も忘れられてはならない。「教育を受ける」とい
う行為は、理論的な選択肢であるのみならず、実践的な
必然という面もあり、「教育」の重要性が浮かび上がる。
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界大戦後すぐに制定された当時の条文を振り返ろう。
（社会教育）
第７条 家庭教育及び勤労の場所その他社会におい
て行われる教育は、国及び地方公共団体によつて
奨励されなければならない。
２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民
館等の施設の設置、学校の施設の利用その他適当
な方法によつて教育の目的の実現に努めなければ
ならない。
この条文は、１項で「国及び地方公共団体」が「家庭
教育及び勤労の場所その他社会において行われる教育」
を奨励すべきことを述べ、２項で「国及び地方公共団体」
が「教育の目的」を実現するために様々な方法を処する
べきことを書いている。
この「社会教育」を奨励するにあたって、教育基本法
の精神に則ることを大前提として、「国及び地方公共団
体の任務」を明らかにした法律が、1949(昭和24)年6月
に制定された「社会教育法」である。ここでは、「社会
教育の定義」が明示されている。
（社会教育の定義）
第２条 この法律で「社会教育」とは、学校教育法
（昭和22年法律第26号）に基き、学校の教育課
程として行われる教育活動を除き、主として青少
年及び成人に対して行われる組織的な教育活動
（体育及びレクリエーションの活動を含む。）を
いう。
この条文では、「社会教育」が「主として青少年及び
成人に対して行われる組織的な教育活動」と定義されて
、、 、、
いる。つまり、日本の法体系において「教育を受ける主
体」として「成人」が排除されていないばかりか、法的
に規定された「社会教育」の中で明確に位置づけられて
いるのである。
実際、衆議院憲法調查会事務局が2003(平成15)年２月
に公表している文書では、日本国憲法第26条にいう「教
育を受ける権利」について、“「教育を受ける権利」の
「教育」とは？”という問いかけを示した上で、以下の
ような解説が加えられている。
ここにいう「教育」は、学校教育に限られず、社
会教育をも含む。
したがって、「教育を受ける権利」については年
齢上の制限はない９）。
この解説文の前段にしたがえば、「教育を受ける権利」
には、「学校教育を受ける権利」だけでなく、「社会教
育を受ける権利」も含まれることになる。ちなみに、こ
の文書では、“学校教育と社会教育”という項目を設け
て、“学校教育とは、学校において行われる教育、社会
教育とは、家庭教育及び勤労の場所その他社会において
行われる教育をいう”という説明が展開されている１０）。
また、後段で「年齢上の制限はない」という注釈がな
されているのは、生涯学習という考え方がすでに一般化
した2000年代前半に教育基本法の改正の議論が盛り上が
った時期に、日本の立法府が、すでに公式見解として「生
涯にわたって教育を受ける権利」を認めていたからだと
考えられる。よって、日本国憲法26条は、「＜教育を受
ける権利＞の生涯保障」という意味での「生涯教育を受
ける権利」を明文化していると解釈し直せる。
以上より、「社会教育を受ける権利」とか「生涯教育
を受ける権利」といった耳慣れない言い方を強調するこ
とが必要となる。そして、その流れからしても、憲法26
条の「教育を受ける権利」には「成人が教育を受ける権
利」も含意されていることが確認できるはずである。そ
ういうわけで、「成人教育を受ける権利」として、「成
人が社会教育を受ける権利」および「成人が生涯教育を
受ける権利」の存在を強調できる。
加えて、「成人が学校教育を受ける権利」の存在も指
摘できる。だが、「子どもが学校教育を受ける権利」と
比較した場合、それが必ずしも強力には保障されていな
いことが明らかである。1970年代に兼子仁が“すべての
国民とくに「子ども」は、生まれながらにして、教育を
うけ学習することにより人間的に成長・発達していく権
利を有する”１１）と述べていたように、実際の運用段階
において、「教育を受ける権利」を享受すべき優先順位
として、「すべての国民」の中でも「子ども」が最初に
来るという論理構成に対して社会常識的に違和感を感じ
る人は少ないだろう。
こうした子どもと成人との「教育を受ける権利」をめ
ぐる必要性の程度については、憲法第26条２項を読むこ
とを出発点にして、発想を反転させて考察することがで
きる。
２ すべて国民は、法律の定めるところにより、そ
の保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負
ふ。義務教育は、これを無償とする。
この条文は、子どもに対して直に「普通教育を受ける
義務」を課したものでは決してなく、保護者に対して「子
どもに普通教育を受けさせる義務」を課したものである。
だが、それは、見方を変えれば、「保護者が果たすべき
10 11
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学習教育研究センター編『宇都宮大学生涯学習教育研
究センター研究報告』20号、2012年所収、２頁。
8）芦部信喜『憲法－第六版－』（高橋和之補訂）、岩
波書店、2015年、273頁。
9）基本的人権の保障に関する調査小委員会「教育を受
ける権利に関する基礎的資料」、衆憲資第15号（平成
15年２月13日の参考資料）、衆議院憲法調查会事務局、
2003年、１頁。なお、この根拠として、“『憲法（上）
〔新版〕』佐藤功 446－447頁”が明示されている（同
上）。
10）同上。
11）兼子仁『教育権の理論』、勁草書房、1976年、218
頁。この論述は、「教育を受ける権利」の「社会権」
としての性質を考察する根拠として、“「公民権」（政
治的権利）説”と“「生存権」（経済的権利）説”と
を踏まえて、“第三の「学習権」説が、現在、教育法
学の理論の主要な成果と目されているものである”と
強調された中で示された（同上、216～218頁）。
12）現時点で流通している「学び直し」という言葉は、
職業的な能力を磨き直すという文脈に限定されがちで
ある。ちなみに、かつて筆者が「学び直す」という動
詞を名詞化して「学び直し」という日本語を使い始め
たときは、生涯を見すえて学習活動を繰り返さざるを
えないというような一般的事態を意味させていた（佐
々木英和「学校教育と社会教育の概念的見取り図」、
鈴木眞理・佐々木英和編『社会教育と学校』、学文社、
2003年所収、22頁）。
13）本稿は、以下の拙稿を基盤にして書き直した部分が
ある。佐々木英和「『教育効率』と『教育効果』との
関係をめぐる理論的考察－『学習形態論』から把握し
直す『教育実践』の意味－」、宇都宮大学教育学部附
属教育実践総合センター編『宇都宮大学教育学部 教
育実践総合センター紀要』第36号所収、2013年、387
～394頁。
【追記】
筆者は、宇都宮大学生涯学習教育研究センター編『宇
都宮大学生涯学習教育研究センター研究報告』の紙上に
おいて、「生涯学習概念の見取り図」というテーマで連
載を重ねていた。本稿は、2013(平成25)年度に「生涯学
習教育研究センター」から「地域連携教育研究センター」
へと名称変更されるに伴い、『地域連携教育研究センタ
ー研究報告』へと発表媒体が変更された以降においては、
初めて連載を再開するものである。ただし、本稿それ自
体は、拙稿｢『生涯教育』と『生涯学習』との関係を問
い直す意義－『教育を受ける権利』に含意された『社会
教育』の必要性と有効性－」（一般財団法人日本青年館
「社会教育」編集部編『社会教育』2015年6月号（通巻
第828号）、10～24頁）を元にして微修正や加筆等を行
って再掲した。というのは、この拙稿で、長期間にわた
って概念研究を進める中で極めて重要な位置を占める研
究成果を上げることができたからであり、「生涯学習概
念の見取り図」シリーズの一部として位置づけ直す価値
があると判断できるからである。この長期にわたる一蓮
の論文群では、前半では概念の範囲それ自体を論じ、後
半では概念の内実を論じることを主たる目的として展開
している。
まず、概念の範囲という意味で、領域論については、
以下の４論文を発表済みである。
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（１）─その範疇
を確認するための理論的考察（その１）─」（宇都
宮大学生涯学習教育研究センター編『宇都宮大学生
涯学習教育研究センター研究報告』６・７号合併号、
1999年、1～20頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（２）─その範疇
を確認するための理論的考察（その２）─」（同８
号、2000年、1～19頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（３）─その範疇
を確認するための理論的考察（その３）─」（同９
号、2001年、1～19頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（４）─その範疇
を確認するための理論的考察（その４）─」（同10
・11号合併号、2003年、1～23頁）
次に、概念の内実を内容論的側面について論じたもの
として、以下の４論文を発表済みである。
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（５）─その具体
的内実を整理するための理論的考察（その１）─」
（同12号、2004年、1～30頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（６）─その具体
的内実を整理するための理論的考察（その２）─」
（同13・14・15号合併号、2007年、5～14頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（７）─その具体
的内実を整理するための理論的考察（その３）─」
（同18号、2010年、5～20頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（８）─その具体
的内実を整理するための理論的考察（その４）─」
（同19号、2011年、7～22頁）
さらに、概念を語る際の前提にまで立ち返って論じて
いるものとしては、以下の２論文を公表済みである。
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（９）─ 教育に
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では、この改正教育基本法では、「社会教育」は、ど
のように位置づけられているか。
（社会教育）
第12条 個人の要望や社会の要請にこたえ、社会に
おいて行われる教育は、国及び地方公共団体によ
って奨励されなければならない。
２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民
館その他の社会教育施設の設置、学校の施設の利
用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方
法によって社会教育の振興に努めなければならな
い。
社会教育概念について、「社会において行われる教育」
という、漠然とした空間的な定義が示され、その目的と
して、「個人の要望や社会の要請」への対応が強調され
ている。
そこで「生涯学習の成果を生かすこと」への期待が法
的次元で表明される時代において、「個人の要望」にか
ない「社会の要請」にも合致する重要テーマの一つとし
て、「社会人の職業能力の向上」のための方策について
多角的に議論され始めると予測される。実際、2013(平
成25)年５月に出された教育再生実行会議第三次提言「こ
れからの大学教育等の在り方について」における“「大
学＝18歳入学」という日本型モデルを打破し、大学・専
門学校等において社会人が新たな能力を獲得するための
学び直し機能を質・量ともに強化する”とされた内容に
準ずる表記が、2015(平成27)年３月に出された同会議第
六次提言「『学び続ける』社会、全員参加型社会、地方
創生を実現する教育の在り方について」でも繰り返され
ている１２）。提言の実質化をめぐって、「職業教育を受け
る権利」の位置づけが論じられることになろう。
まとめにかえて
大学院生時代の筆者は、教育研究者にとって最も根本
的かつ重要な仕事は、中核的な概念を解明することだと
考えていた。そこで、筆者は、生涯学習概念について体
系的に整理しようと試みたのである。本稿は、そのとき
から20年以上かけて考え発表し続けてきた研究成果のう
ち、要点の一部を抽出して構成し直して論述したという
側面を持つものである１３）。
この研究作業は、筆者自身が無意識的にとらわれてい
た複数の固定観念を自覚化する過程であり、発想の根本
的転換を繰り返して、筆者なりの「コロンブスの卵」を
集積するものであった。この論考が「下手の考え休むに
似たり」と揶揄されて終わる域に止まっていないことを
祈るのみである。
－注・引用文献－
1）新村出編著『広辞苑 第六版』、岩波書店、2008年、
722頁。
2）“享受”には、“受けおさめて自分のものにするこ
と”とか、“精神的にすぐれたものが物質上の利益な
どを、受け入れ味わい楽しむこと”と定義されている
（同上、730頁）。なお、筆者としては、「教育権」と
いう言い方と混同させないためにも、「教育を受ける
権利」を「教育享受権」と言い換える場面が必要だと
考えている。
3）教育界では、「学習」という言葉と「学び」という
和語とが区別されて用いられることがある。これに関
する議論として、佐藤学や佐伯胖が、“受動的で静的
な学校教育における学習のイメージ”を“目的的で力
動的な活動”へと転換させるために“学び”を用いて
いると指摘する研究者もいる（森岡修一「『教育は教
えこみではない』」、今津孝次郎・樋田大二郎編『続
・教育言説をどう読むか－教育を語ることばから教育
を問い直す－』、新曜社、2010年所収、104～105頁）。
4）“学習”には、まっさきに“まなびならうこと”と
いう定義が示されている（新村編、前掲辞典、498頁）。
5）世界的視野として、1985年３月にパリで開催された
第４回ユネスコ成人国際会議で採択された「ユネスコ
学習権宣言」では、“学習権”の定義について、“読
み書きの権利”、“問い続け、深く考える権利”、“想
像し、創造する権利”、“自分自身の世界を読みとり、
歴史をつづる権利”、“あらゆる教育の手だてを得る
権利”、“個人的・集団的力量を発達させる権利”と
いった具体的内容が羅列されている（青木一・大槻健
・小川利夫・柿沼肇・斉藤浩志・鈴木秀一・山住正己
編『現代教育学事典』、労働旬報社、1988年初版第一
刷、804頁）。
6）川口彰義「学習権」、同上所収、68頁。この事典に
おける「学習権」の定義は、“すべての人とりわけ成
長途上の子どもに対し、憲法26条により無差別平等に
保障される権利”となっている（同上）。また、この
事典で“教育を受ける権利”を引くと、“学習権”を
参照するよう指示が出ているだけで、この権利に対す
る独立項目を設けた説明は存在しない（同上、198頁）。
7）この詳細は、以下を参照のこと。佐々木英和「生涯
学習概念の見取り図（９）－教育についての固定観念
を相対化するための理論的考察－」、宇都宮大学生涯
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学習教育研究センター編『宇都宮大学生涯学習教育研
究センター研究報告』20号、2012年所収、２頁。
8）芦部信喜『憲法－第六版－』（高橋和之補訂）、岩
波書店、2015年、273頁。
9）基本的人権の保障に関する調査小委員会「教育を受
ける権利に関する基礎的資料」、衆憲資第15号（平成
15年２月13日の参考資料）、衆議院憲法調查会事務局、
2003年、１頁。なお、この根拠として、“『憲法（上）
〔新版〕』佐藤功 446－447頁”が明示されている（同
上）。
10）同上。
11）兼子仁『教育権の理論』、勁草書房、1976年、218
頁。この論述は、「教育を受ける権利」の「社会権」
としての性質を考察する根拠として、“「公民権」（政
治的権利）説”と“「生存権」（経済的権利）説”と
を踏まえて、“第三の「学習権」説が、現在、教育法
学の理論の主要な成果と目されているものである”と
強調された中で示された（同上、216～218頁）。
12）現時点で流通している「学び直し」という言葉は、
職業的な能力を磨き直すという文脈に限定されがちで
ある。ちなみに、かつて筆者が「学び直す」という動
詞を名詞化して「学び直し」という日本語を使い始め
たときは、生涯を見すえて学習活動を繰り返さざるを
えないというような一般的事態を意味させていた（佐
々木英和「学校教育と社会教育の概念的見取り図」、
鈴木眞理・佐々木英和編『社会教育と学校』、学文社、
2003年所収、22頁）。
13）本稿は、以下の拙稿を基盤にして書き直した部分が
ある。佐々木英和「『教育効率』と『教育効果』との
関係をめぐる理論的考察－『学習形態論』から把握し
直す『教育実践』の意味－」、宇都宮大学教育学部附
属教育実践総合センター編『宇都宮大学教育学部 教
育実践総合センター紀要』第36号所収、2013年、387
～394頁。
【追記】
筆者は、宇都宮大学生涯学習教育研究センター編『宇
都宮大学生涯学習教育研究センター研究報告』の紙上に
おいて、「生涯学習概念の見取り図」というテーマで連
載を重ねていた。本稿は、2013(平成25)年度に「生涯学
習教育研究センター」から「地域連携教育研究センター」
へと名称変更されるに伴い、『地域連携教育研究センタ
ー研究報告』へと発表媒体が変更された以降においては、
初めて連載を再開するものである。ただし、本稿それ自
体は、拙稿｢『生涯教育』と『生涯学習』との関係を問
い直す意義－『教育を受ける権利』に含意された『社会
教育』の必要性と有効性－」（一般財団法人日本青年館
「社会教育」編集部編『社会教育』2015年6月号（通巻
第828号）、10～24頁）を元にして微修正や加筆等を行
って再掲した。というのは、この拙稿で、長期間にわた
って概念研究を進める中で極めて重要な位置を占める研
究成果を上げることができたからであり、「生涯学習概
念の見取り図」シリーズの一部として位置づけ直す価値
があると判断できるからである。この長期にわたる一蓮
の論文群では、前半では概念の範囲それ自体を論じ、後
半では概念の内実を論じることを主たる目的として展開
している。
まず、概念の範囲という意味で、領域論については、
以下の４論文を発表済みである。
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（１）─その範疇
を確認するための理論的考察（その１）─」（宇都
宮大学生涯学習教育研究センター編『宇都宮大学生
涯学習教育研究センター研究報告』６・７号合併号、
1999年、1～20頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（２）─その範疇
を確認するための理論的考察（その２）─」（同８
号、2000年、1～19頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（３）─その範疇
を確認するための理論的考察（その３）─」（同９
号、2001年、1～19頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（４）─その範疇
を確認するための理論的考察（その４）─」（同10
・11号合併号、2003年、1～23頁）
次に、概念の内実を内容論的側面について論じたもの
として、以下の４論文を発表済みである。
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（５）─その具体
的内実を整理するための理論的考察（その１）─」
（同12号、2004年、1～30頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（６）─その具体
的内実を整理するための理論的考察（その２）─」
（同13・14・15号合併号、2007年、5～14頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（７）─その具体
的内実を整理するための理論的考察（その３）─」
（同18号、2010年、5～20頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（８）─その具体
的内実を整理するための理論的考察（その４）─」
（同19号、2011年、7～22頁）
さらに、概念を語る際の前提にまで立ち返って論じて
いるものとしては、以下の２論文を公表済みである。
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（９）─ 教育に
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では、この改正教育基本法では、「社会教育」は、ど
のように位置づけられているか。
（社会教育）
第12条 個人の要望や社会の要請にこたえ、社会に
おいて行われる教育は、国及び地方公共団体によ
って奨励されなければならない。
２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民
館その他の社会教育施設の設置、学校の施設の利
用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方
法によって社会教育の振興に努めなければならな
い。
社会教育概念について、「社会において行われる教育」
という、漠然とした空間的な定義が示され、その目的と
して、「個人の要望や社会の要請」への対応が強調され
ている。
そこで「生涯学習の成果を生かすこと」への期待が法
的次元で表明される時代において、「個人の要望」にか
ない「社会の要請」にも合致する重要テーマの一つとし
て、「社会人の職業能力の向上」のための方策について
多角的に議論され始めると予測される。実際、2013(平
成25)年５月に出された教育再生実行会議第三次提言「こ
れからの大学教育等の在り方について」における“「大
学＝18歳入学」という日本型モデルを打破し、大学・専
門学校等において社会人が新たな能力を獲得するための
学び直し機能を質・量ともに強化する”とされた内容に
準ずる表記が、2015(平成27)年３月に出された同会議第
六次提言「『学び続ける』社会、全員参加型社会、地方
創生を実現する教育の在り方について」でも繰り返され
ている１２）。提言の実質化をめぐって、「職業教育を受け
る権利」の位置づけが論じられることになろう。
まとめにかえて
大学院生時代の筆者は、教育研究者にとって最も根本
的かつ重要な仕事は、中核的な概念を解明することだと
考えていた。そこで、筆者は、生涯学習概念について体
系的に整理しようと試みたのである。本稿は、そのとき
から20年以上かけて考え発表し続けてきた研究成果のう
ち、要点の一部を抽出して構成し直して論述したという
側面を持つものである１３）。
この研究作業は、筆者自身が無意識的にとらわれてい
た複数の固定観念を自覚化する過程であり、発想の根本
的転換を繰り返して、筆者なりの「コロンブスの卵」を
集積するものであった。この論考が「下手の考え休むに
似たり」と揶揄されて終わる域に止まっていないことを
祈るのみである。
－注・引用文献－
1）新村出編著『広辞苑 第六版』、岩波書店、2008年、
722頁。
2）“享受”には、“受けおさめて自分のものにするこ
と”とか、“精神的にすぐれたものが物質上の利益な
どを、受け入れ味わい楽しむこと”と定義されている
（同上、730頁）。なお、筆者としては、「教育権」と
いう言い方と混同させないためにも、「教育を受ける
権利」を「教育享受権」と言い換える場面が必要だと
考えている。
3）教育界では、「学習」という言葉と「学び」という
和語とが区別されて用いられることがある。これに関
する議論として、佐藤学や佐伯胖が、“受動的で静的
な学校教育における学習のイメージ”を“目的的で力
動的な活動”へと転換させるために“学び”を用いて
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えこみではない』」、今津孝次郎・樋田大二郎編『続
・教育言説をどう読むか－教育を語ることばから教育
を問い直す－』、新曜社、2010年所収、104～105頁）。
4）“学習”には、まっさきに“まなびならうこと”と
いう定義が示されている（新村編、前掲辞典、498頁）。
5）世界的視野として、1985年３月にパリで開催された
第４回ユネスコ成人国際会議で採択された「ユネスコ
学習権宣言」では、“学習権”の定義について、“読
み書きの権利”、“問い続け、深く考える権利”、“想
像し、創造する権利”、“自分自身の世界を読みとり、
歴史をつづる権利”、“あらゆる教育の手だてを得る
権利”、“個人的・集団的力量を発達させる権利”と
いった具体的内容が羅列されている（青木一・大槻健
・小川利夫・柿沼肇・斉藤浩志・鈴木秀一・山住正己
編『現代教育学事典』、労働旬報社、1988年初版第一
刷、804頁）。
6）川口彰義「学習権」、同上所収、68頁。この事典に
おける「学習権」の定義は、“すべての人とりわけ成
長途上の子どもに対し、憲法26条により無差別平等に
保障される権利”となっている（同上）。また、この
事典で“教育を受ける権利”を引くと、“学習権”を
参照するよう指示が出ているだけで、この権利に対す
る独立項目を設けた説明は存在しない（同上、198頁）。
7）この詳細は、以下を参照のこと。佐々木英和「生涯
学習概念の見取り図（９）－教育についての固定観念
を相対化するための理論的考察－」、宇都宮大学生涯
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■研究ノート 
 
栃木県内ＮＰＯ法人の財務実態の分析 
The Financial Analysis of Nonprofit Organizations in Tochigi Prefecture 
土崎 雄祐＊ 
TSUCHIZAKI, Yusuke 
 
要旨：本稿では、一般公開されている活動計算書を用いて栃木県内 NPO 法人の財務実態を明らかにすることを
試みた。栃木県においては、県土の周縁部に立地し、高齢化が急速に進む「課題先進地」と言える自治体では、
人口 1 万人当たりの NPO 法人数が多くなっており、活動分野の上位 2 つが「保健・医療・福祉」「子どもの健全
育成」であるのは、各種制度に基づく福祉事業との関連性の高さが推察される。その収入源をみると、「NPO ら
しい資金源」であると言える会費や寄付の調達に注力している NPO 法人が少ないことが明らかになった。前者
を調達していないのが 3 割弱、後者に至っては 6 割弱という結果である。一方、8 割弱の NPO 法人に何らかの
事業収益があり、同時に経常収益の計と比較してわかるように収入源が事業収益に依存していることがわかる。 
キーワード：NPO 法人、会費、寄付、事業収益、各種制度に基づく福祉事業 
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はじめに 
 阪神・淡路大震災を契機とし、草の根の市民団体に対し
て容易に法人格を付与することで、地域の活性化や課題解
決を加速させることを目指した特定非営利活動促進法
（NPO 法）が 1998 年に施行され間もなく 20 年が経過す
る。所轄庁（都道府県・政令指定都市）の認証を受けた特
定非営利活動法人（NPO 法人）は 5 万を超え[1]、これは
コンビニエンスストア上位 14 チェーンの店舗数に匹敵す
る数[2]である。 
 法人数の増加とは裏腹に、法人が抱える課題は山積して
いる。2015 年 3 月に内閣府が発表した『平成 26 年度特
定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査
報告書』によると、法人の抱える課題として「人材の確保
や教育」をあげる割合が 7 割を超え、最も高くなっている。
次いで「収入源の多様化」「法人の事業運営力の向上」が
高い割合を示していて[3]、割合に多少の違いはあれど課
題として認識される事項に大きな変化は見られないと推
察される。 
 本稿では、栃木県内 NPO 法人が所轄庁に提出した計算
書類に記載されている内容を分析し、財務実態を把握する
ことで、地域の活性化や課題解決に資する NPO 法人のあ
るべき姿を明らかにし、その実現に必要な方策（行政機関
や NPO 支援団体によるものも含む）について検討してい
く。 
＊ 宇都宮大学地域連携教育研究センター特任研究員 
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ついての固定観念を相対化するための理論的考察
─」（同20号、2012年、1～12頁）
・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（10）－成人の『教
育を受ける権利』をめぐる基盤的考察－」（同21号、
2013年、1～12頁）
また、この一連の論文の章立ては、以下のように構成
されている。
第１章 生涯学習概念の把握方法をめぐる基本的
問題
第２章 生涯教育と生涯学習
第３章 生涯学習と社会教育
第４章 生涯学習の語源論的範疇
第５章 生涯学習の原理的範疇
第６章 生涯学習が重視される理由
第７章 生涯学習の内容編成論
第８章 学習内容の欲求論的把握
第９章 学習形態の構造論的把握
第10章 学習形態論の実際的応用
第11章 教育についての固定観念
第12章 ｢教育を受けること｣の意味
（続く）
ちなみに、日本の生涯学習の歴史をおおまかに振り返
る中で、学習における意外な実践的可能性として見出さ
れた「人間関係」について英文で論じたものを、本論文
のシリーズ連載の途中で差し込んだことがある。これに
ついては、拙稿“Human Relationships as a Key Concept of
Lifelong Learning”（宇都宮大学生涯学習教育研究センタ
ー編『宇都宮大学生涯学習教育研究センター研究報告』
第16・17号合併号、2009年、7～13頁）として発表して
いる。
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